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概要書 
 
 本論文の主題は，「実験会計学にどのような意義があり，それは今後どういう形で発展しうるのか」を
明らかにすることである。ここで実験会計学とは実験研究（experimental research）を行う会計の研究
分野である。実験研究とは実験を用いた研究のことである。実験とは，理論や仮説が正しいかどうかを
人為的に一定の条件を設定してためし，確かめてみることである。実験は自然科学の研究分野のみなら
ず社会科学の様々な研究分野で用いられている。経済学，心理学，社会学等がその例である。 
 本論文は「主題に対して仮説を設定し実験によってそれを確かめることによって何かを発見する」と
いう研究方法が会計学にとって意義のある研究方法なのかという問題意識から出発する。 
 実験会計学の日本における成果は比較的少数に留まっているが海外には多数の先行研究が存在してい
る。よって，当該研究分野の意義を明らかにするためには当該研究分野の先行研究を読み解くことが不
可欠である。しかし，実際に行われている研究を参照するだけでは当該研究分野の意義を十分に明らか
にすることはできない。というのも，実験会計学は実証会計学に対する批判から生まれたという背景が
あり，その実証会計学は規範的・記述的研究に対する批判から生まれたという背景があるからである。 
 そこで，規範的・記述的研究や実証会計学に対するどのような批判から実験会計学が生まれたのか，
という問題意識に立って，当該研究分野に固有の存在意義を推察した。 
 はじめに，第 1 章では本論文全体を貫く問題意識を示し，このテーマを扱う理由を説明した。まず，
伝統的な会計研究の手法である規範的・記述的研究に対する批判から実証会計学が生まれ，さらに実証
会計学に対する批判から実験会計学が生まれたことが確認された。これは規範的・記述的研究や実証会
計学が万能の研究方法ではないことを意味する。また，第1章の最後では本論文の構成を説明している。 
 続く第 2 章では，実験会計学の概要と先行研究を示した。日本における成果は少数に留まっているた
め，海外の先行研究も参照し，当該研究分野によるこれまでの成果を要約・整理した。そこでは，実験
会計学には経済学を基盤とする実験と心理学を基盤とする実験があることを示し，ディスクロージャー
に関する議論に対し，経済学を基盤とする実験のみならず，心理学を基盤とする実験を適用することが
できる可能性があることを確認した。 
 本論文の核となる第 3 章においては，ディスクロージャーに関する理論および実証ならびに実験研究
を比較した。ディスクロージャーを題材に，理論研究，実証研究，および実験研究の具体的な先行研究
を読み解いた。まず，理論研究として，最も単純な議論（でかつ，最も本質的な議論）である「完全開
示モデル」を中心に 3 つのモデルを確認した。次に，実証研究と実験研究では，主にフル・ディスクロ
ージャーの仮説を検証する問題意識が近い 2 つの研究を示した。しかし，実証研究と実験研究を直接比
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較できるような，最も適切な先行研究は発見できなかった。しかし，実証研究と実験研究を比較すると，
互いに比較優位性が認められた。さらに，従来の伝統的な会計研究である規範的・記述的研究ではなく，
実証研究と接点を持つ理論研究の存在を前提にすると，理論，実証，および実験の 3 者は，相容れない
鼎立関係ではなく，欠点を補い合う補完関係であることが明らかとなった。 
 これまでとは性格の異なる第 4 章においては，隣接分野における実験研究と財務会計における実験研
究が比較された。財務会計に隣接する研究分野である管理会計，監査論，経済学，およびファイナンス
においても実験を用いた研究が存在することから，それらとの比較を通じて，財務会計の分野で実験研
究を行うことの固有の存在意義は何であるのかを考察した。財務会計における実験が「市場と，市場を
取り巻く利害関係者」を主題としたものが多いことから，経済学，ファイナンス，監査論に関する実験
は財務会計と相互に影響する関係であることが明らかとなった。しかし，管理会計における実験が「企
業組織内部の関係」を主題としたものが多いことから，管理会計における実験は，財務会計における実
験と接点がほとんど見いだせないことが明らかとなった。 
 そして，第 5 章においては，これまでの議論にもとづき，実験会計学が「何を明らかにしようとして
いるのか」，また「何を明らかにできないのか」を考察した。そして，実験会計学は今後どういう形で発
展し，どのような研究成果を期待しうるのかが示された。具体的には，実験会計学の限界，最近の動向，
将来性を検討した。 
 以上をふまえた結果，実験会計学には現実性，被験者の選択，被験者の統制，という固有の限界があ
ることが確認された。この実験会計学の限界は未だ解決していない論点であり，実験を行うさいには，
実験者は特に注意することが必要であると考えられる。しかし，実験会計学には，そのような固有の限
界に対する批判に耐えうる比較優位性があると考えられる。たとえば，（a）最近の動向によると，他の
学術分野との融合により，今後あらたな展開を期待させる学術分野であること，また，（b）実験研究に
よる「事前のチェック」は，他の研究方法には無い比較優位性であり，理論研究および実証研究ではカ
バーできない領域の研究成果が期待できることが挙げられる。したがって，このような比較優位性が存
在しうるという見解に立つと，実験会計学の将来性はある，ということを示した。さらに，最近の実験
会計学の動向をふまえると，欧米においても他の分野との融合といった発展が予想できる。 
 また，欧米では実証研究の普及後に実験研究が普及したという歴史的事実がある。よって，日本にお
ける実証研究は欧米と比較して普及していないと仮定すると，実証研究の普及の遅れが日本における実
験会計学の普及が遅れている原因なのではないか，という個人的な見解を提示した。なお，最後に，第6
章において，まとめと今後の検討課題が記されている。 
 本論文をつうじて，明らかとなった客観的な事実と個人的な見解は以上である。 
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第1章 
 
問題の所在——実験会計学が生まれた背景 
 
 
第1節 はじめに 
 
 本論文の主題は，「実験会計学にどのような意義があり，それは今後どういう形で発展しうるのか」を
明らかにすることである。ここで実験会計学とは実験研究（experimental research）を行う会計の研究
分野である。実験研究とは実験を用いた研究のことである。実験とは，「理論や仮説が正しいかどうかを
人為的に一定の条件を設定してためし，確かめてみること（広辞苑 第5版, 1998）である。実験は自然
科学の研究分野のみならず社会科学の様々な研究分野で用いられている。経済学，心理学，社会学等が
その例である。まず第1章では本論文全体を貫く問題意識を示し，このテーマを扱う理由を説明する。 
 本論文は「主題に対して仮説を設定し実験によってそれを確かめることによって何かを発見する」と
いう研究方法が会計学にとって意義のある研究方法なのかという問題意識から出発する。 
 実験会計学の日本における成果は比較的少数に留まっているが海外には多数の先行研究が存在してい
る。よって，当該研究分野の意義を明らかにするためには当該研究分野の先行研究を読み解くことが不
可欠である。しかし，実際に行われている研究を参照するだけでは当該研究分野の意義を十分に明らか
にすることはできない。というのも，実験会計学は実証会計学に対する批判から生まれたという背景が
あり，その実証会計学は規範的・記述的研究に対する批判から生まれたという背景があるからである。 
 そこで第 1 章の残りの節では，規範的・記述的研究や実証会計学に対するどのような批判から実験会
計学が生まれたのか，という問題意識に立って，当該研究分野に固有の存在意義を推察する。第 2 節で
は規範的・記述的研究の意義と問題点が，第3節では実証会計学の意義と問題点が示される。そして第4
節で実験会計学が登場した事実が示される。第5節は本論文の構成を述べた部分である。 
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第2節 規範的・記述的研究の意義と問題点 
 
1 規範的・記述的研究とは何か 
 
 会計の研究分野では，規範的・記述的研究という方法が主流であった。まず，財務会計研究は当該研
究方法によって始まったとされる。では，規範的・記述的研究の特徴は何なのか。ここで，日常的な語
法にもとづいた場合，記述的研究とは「非数量的な分析で，観察される会計現象（典型的には会計基準）
に関するより良い説明を重視したもの」（日本会計研究学会, 2010, p. 34），規範的研究とは「価値判断が
色濃く反映されたもの」（日本会計研究学会, 2010, p. 34）である。 
 そもそも財務会計研究は規範的・記述的研究から始まった。Ryan et al.（1992, 石川他訳, 1995, p. 98） 
によると，財務会計研究の草創期では，会計研究者は現行の実務から理論的原則を抽出することに関心
を払い，経済学者は「真実な利益」の測定値を引きだすことに関心を払った，とされている。 
 
2 規範的・記述的研究の問題点 
 
 規範的・記述的研究の問題点は科学性に疑義があるかもしれないことである。規範的・記述的研究の
ような伝統的な会計研究の手法は，海外主要国においては，科学的な推論が備えるべき特性を欠いてい
るという理由により批判されている。ここで，米山（2008, p. 2）によると，科学的な議論が備えるべき
特性の典型例とは，「推論を行う主体の主観的な価値判断に推論が左右されないこと」や「追体験が保証
されていること」などであるという。 
 
 
第3節 実証会計学の意義と問題点 
 
1 実証会計学とは何か 
 
 前節では，規範的・記述的研究は規範的な価値判断を伴うことから近年では科学性に疑義が向けられ
ることとなったことを示した。そのような批判から生まれたのが，実証会計学である。では，そのよう
な批判から生まれた実証会計学という研究分野の意義は何なのか。 
 実証会計学とは実証研究（archival research）を行う会計の研究分野である。実証研究とは，データ・
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ベースからデータを機械的に大量収集して会計情報と証券価格や利害関係者の行動との関係を分析する
研究である。なお，実験研究と実証研究を総称して empirical research と呼ばれることもある。本論文
では実験研究と実証研究を比較することを通じて実験研究の比較優位性と限界を明らかにするため，
archival research を実証研究と呼ぶこととする。 
 
2 実証会計学の問題点 
 
 さて，規範的・記述的研究の問題点を乗り越えようとして生まれた実証会計学であるが，実証会計学
が仮定している会計情報および証券価格ならびに利害関係者の行動についての仮定に疑義が向けられる
ようになった。 
 その中でも，実験会計学との比較という点では，社会に存在する実際のデータを使用することから平
均的な投資家像を想定せざるを得ないという問題点が挙げられる。 
 
 
第4節 実験会計学の登場 
 
 そこで，その問題点を乗り越えようとして実験会計学が生まれた。平均的な投資家像を想定するので
はなく，少数の統制された被験者を雇用して仮想取引を行うことにより新たな知見を得ようという発想
である。よって，実験会計学によると平均的な投資家像という想定では得られなかった知見が得られる
可能性がある。 
 
 
第5節 本論文の構成 
 
 第 1 章では本論文全体を貫く問題意識を示し，このテーマを扱う理由と実験会計学が生まれた背景を
説明してきた。次に第 2 章において実験会計学の概要を示す。具体的には先行研究を読み解くことによ
って当該研究分野によるこれまでの成果を要約・整理する。そこでは日本における成果は少数に留まっ
ているため，海外の先行研究も参照する。本論文の核となる第 3 章においては，ディスクロージャーに
関する理論および実証ならびに実験研究を比較する。第 4 章においては，隣接分野における実験研究と
財務会計における実験研究を比較する。財務会計に隣接する研究分野である管理会計，監査論，経済学
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およびファイナンスにおいても実験を用いた研究が存在することから，それらとの比較を通じて，財務
会計の分野で実験研究を行うことの固有の存在意義を解明する。最後に第 5 章においては，上記の考察
にもとづき，実験会計学が「何を明らかにしようとしているのか」，また「何を明らかにできないのか」
を解明する。そして，当該研究分野は今後どういう形で発展し，どのような研究成果を期待しうるのか
を示す。 
 5 
第2章 
 
実験会計学の概要と先行研究 
 
 
第1節 はじめに 
 
 第 2章では，実験会計学の概要と先行研究を示す。まず第 2節では実験会計学の分類が示される。実
験会計学は経済学を基盤とする実験と心理学を基盤とする実験にわけられる。次に第 3 節で経済学を基
盤とする実験の全体像が示される。なお，ここでは全体像を示すに留まり，経済学を基盤とする実験の
詳細は次の第3章で考察される。続く第4節では心理学を基盤とする実験の概要が示される。 
 
 
第2節 実験会計学の分類 
 
1 分類の全体像 
 
 実験会計学は基盤とする理論を分類基準とした場合，大別して「経済学を基盤とする実験」と「心理
学を基盤とする実験」とに分類することができる1。経済学を基盤とする実験では経済学の理論が援用さ
れ，心理学を基盤とする実験では心理学の理論が援用される。もう一つの分類基準として，会計学の中
での分野を基準として分類することもできる。財務会計，管理会計，監査論という分類方法がそれであ
る。 
 そこで，第2節では経済学を基盤とする実験を示し，第3節では心理学を基盤とする実験を示す。第5
章では両者の融合した実験を示す。第 4 章では管理会計と財務会計，監査論と財務会計が比較される。
本節ではそれらに先立って全体像を示す。なお，この分類に従った場合の代表的な実験会計学の文献は
以下の図表2.1のとおりである。 
 
                                              
1 先行研究によると，たとえば野田（1999a, p. 49）では，①実験経済学アプローチ，と②行動科学アプローチ
（behavioral science approach）ないしは人間情報処理アプローチ（human information processing 
approach），に分類している。 
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図表2.1 実験会計学の分類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ※注 N/Aは，筆者が探したかぎりでは発見することができなかった，という意味である。 
 
2 経済学を基盤とする実験と心理学を基盤とする実験の特徴 
 
 ここで，「経済学を基盤とする実験」と「心理学を基盤とする実験」の特徴の違いはいくつかあるが，
たとえば①報酬，②方法，③設定，④被験者，⑤相互作用という5点が挙げられる。 
 まず 1 点目は報酬が有るのか無いのかという特徴である。経済学を基盤とする実験では報酬の存在は
必須であると考えられている。実験経済学におけるその根拠は，被験者を統制するためである2。心理学
を基盤とする実験では，報酬を一律に支払うか，そもそも支払わないケースも存在する。 
 次に2点目は実験の方法の違いという特徴である。経済学を基盤とする実験では，コンピュータをLAN
でつないで仮想市場を設定するというラボ実験が主流であるのに対し，心理学を基盤とした実験では郵
送，ウェブ，メールで回答を求めるという方法が主流である3。 
 そして 3 点目は実験の設定の複雑さという特徴である。経済学を基盤とする実験では設定が極力単純
化されるのに対し，心理学を基盤とした実験では極めて実務に近い設定がなされる。 
 4点目は被験者として誰を採用するのかという特徴である。経済学を基盤とする実験では学部やMBA
                                              
2 報酬手段の適切な使用については，Friedman and Sunder（1994, 川越他訳, 1999, p. 21‒24）が詳しい。 
3 質問表をもちいたアンケート調査と似ているが，実験は，被験者（実験参加者）を統制するという点で，ア
ンケート調査とは区別される。たとえば，実験では，「被験者にストーリーを提示し，判断を要求する」とい
う方法が採られることがある。 
 財務会計 管理会計 監査論 
経済学を 
基盤とする 
実験 
Forsythe et al.（1989） 
King and Wallin（1990） 
野田（1999） 
上枝（2007a） 
等 
Dejong et al.（1989）
等 
Dopuch and King
（1992） 
加藤（2003） 
等 
心理学を 
基盤とする 
実験 
Hirst and Hopkins（1998）
等 
N/A N/A 
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の学生等が一般的に被験者となるのに対し，心理学を基盤とする実験ではアナリスト，銀行員，経営者，
監査人等といったプロフェッショナルが一般的には被験者となる。 
 5点目は参加者間の相互作用という特徴である。経済学を基盤とする実験では参加者間の相互作用があ
るのが通常であるのに対し，心理学を基盤とする実験では参加者間の相互作用がないのが通常である。 
 以上を表にまとめたものが図表2.2である。 
 
図表2.2 「経済学を基盤とする実験」と「心理学を基盤とする実験」の特徴の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第3節 経済学を基盤とする実験 
 
1 概要 
 
 本節では，経済学を基盤とする実験の概要と先行研究の全体像が示される。2項では，実験を成功に導
くために，実験環境をどのように設計すれば良いのかが示される。3項では，経済学を基盤とする実験の
フレームワークである「実験のタイムライン」が示される。そして 4 項では主要な先行研究の全体像が
示される。実験が実施された具体的な先行研究は，理論研究や実証研究との比較がなされる第 3 章で読
み解く。 
 ここで，経済学を基盤とする実験とは，経済学の分野における実験研究（実験経済学）を援用した会
計学の分野における実験である。前述のように，経済学を基盤とする実験は財務会計，管理会計，監査
論，という分野によって分類される。Berg et al.（1990, p. 825）によると，会計学における実験研究の
可能性について，ディスクロージャーと監査（disclosure and auditing），会計規制と税務（regulation and 
 経済学を 
基盤とする実験 
心理学を 
基盤とする実験 
報酬 あり なし（または不可能） 
実験方法 仮想市場を設定するラボ
実験が主流 
郵送，ウェブ，メールが
主流 
実験の設定 設定を単純化 実務に近い 
被験者 学部やMBAの学生等 アナリスト，銀行員，等 
参加者間の相互作用 あり なし 
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taxation），企業の内部組織（internal organization of the firm），が挙げられている。本節ではその中で
も財務会計における経済学を基盤とする実験である「ディスクロージャー（disclosure）」に関する実験
についての概要と先行研究を示す4。 
 まず，「ディスクロージャー」に関する経済学を基盤とする実験の目的は抽象的には「ディスクロージ
ャー」の本質を明らかにすることである。Berg et al.（1990, pp. 830‒831）によると，具体的には「な
ぜ企業は開示するのか」，「企業による財務諸表の定期的な公表はなぜ存在するのか」という問題への妥
当な解を見出そうとするものである5。 
 
2 実験環境の設計 
 
 経済学を基盤とする実験の目的を達成するためには，実験環境を適切に設計することが不可欠である。
実験環境の設計の条件は野田（1999a, p. 51‒52）で3点指摘されている。 
 まず 1 点目は「実験参加者がおかれる制度的環境のコントロール」である。たとえば，被験者に対し
て，意思決定の選択肢を 2 つに制限することなどがそれにあたる。無限の選択肢を与えると被験者のコ
ントロールは達成されない。また，後に示す実験のタイムラインを構築して，意思決定のタイミングを
明確にすることも必要である。 
 次に 2 点目は「実験参加者に与えられる知識をコントロールすること」である。会計の研究では情報
の非対称性（information asymmetry）が前提とされている。情報の非対称性（information asymmetry）
とは，「取引をしようとするとき，その取引の一方の当事者が他方の当事者よりも多くの情報を持って」
いることである（Watts and Zimmerman, 1986, 須田訳, pp. 152-153）。よって，情報が非対称であること
を人工的に構築する必要がある。たとえば，経営者（役の被験者）のみに私的情報を与え，投資家（役
の被験者）には情報を与えず，経営者の選択が「開示」の場合のみ投資家に情報が伝わる。というよう
な実験の設定を構築することがそれにあたる。 
 最後に 3点目は，「実験参加者の選好」である。この条件は，経済人（homo economicus）6の仮定を
満たすために設けられる。経済人の仮定とは，意思決定を行うにさいして完全な情報を有し，完全な計
算能力を持ち，自分の満足，すなわち効用（utility）を最大化できるという仮定である（依田, 2010, p. 6）。 
                                              
4 本論文では，監査と企業の内部組織（管理会計）は第4章で，会計規制は第5章で検討される。なお，税務
は取り上げていない。 
5 訳は，上枝（2002, p. 122）を参照。 
6 合理的経済人とも訳される。たとえば，多田（2003, p. 4），山地（2009, p. 55）等を参照。 
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 選好の統制に関して，Friedman and Sunder（1994, p. 13, 川越他訳, 1999, p. 21）は以下の3つの条
件を満たす報酬によって達成されるという。まず，条件①は，単調性（Monotonicity）である。これは，
「被験者がより多くの獲得を求めるような実験報酬を設定すること」（野田1999a, p. 52）である。この
条件は報酬を「金銭」とすることによって満たされる。次に条件②は，感応性（Salience）である。これ
は，「被験者報酬がその行動に依存して決まるように実験ルールを設定し，かつそれを被験者にそれを理
解させること」（野田1999a, p. 52）である。これは，たとえば被験者の報酬を一律に支払うと達成され
ない。被験者の報酬は行われる実験でのパフォーマンスに応じたものでなければならない。また，実験
に先立って実験者が十分な説明を行い，わからない箇所の質問に応じるといった工夫が必要である。最
後に，条件③は，優越性（Dominance）である。これは，「被験者効用が，実験報酬以外の要素から大き
な影響を受けることを排除すること」（野田1999a, p. 52）である。たとえば，被験者は，自己の利益を
最大化するという行動を選択しないかもしれない（いわゆる，いじわる等）。たとえば，他の被験者が受
け取る報酬を下げることを目的とした行動をとることが考えられる。また，自らの順位が低い場合にや
る気を失い真剣に実験に参加しないかもしれない。したがって，実験研究者は実験の環境を設計する段
階で，被験者が間違った行動を選択する要因を排除しなければならない。 
 
3 実験のタイムライン 
 
 さて，先行研究によると「ディスクロージャー」に関する経済学を基盤とする実験では，以下の図表
2.3のタイムラインによる説明がなされることが多い。 
 
 図表2.3 ディスクロージャーに関する実験のタイムライン 出典：Berg et al.（1990, p. 831）を筆者加筆 
 ①送り手が       ②送り手が         ③受け手が       ④最も高い 
 商品価値の   →   商品価値情報を   →   ビッドを提出  →   ビッド提出 
 情報を入手       通知 or 非通知                   者が購入 
 
 このタイムラインでは左から右に向けて時間が流れており，実験の概要を説明したものである。 
 まず①の時点において，事前に特定された確率分布にもとづいて商品価値が決定され，送り手のみが
商品価値の情報を私的に入手する。なお，商品価値の分布および，送り手が当該情報を有しているか否
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かは，すべての被験者にあらかじめ実験説明書で知らされている。 
 次に，②の時点において，送り手が商品価値情報を受け手に通知するか否（非通知）かの選択をする。
送り手は受け手の評価を最大にするように通知または非通知を選択するものとする。送り手は，商品価
値情報を通知するか否（非通知）かの選択肢しかなく，虚偽の情報を通知することはできないものとす
る。このルールに関しても，すべての被験者にあらかじめ実験説明書で知らされている。 
 そして③の時点で受け手は，送り手の②時点での選択を前提に任意のビッドを提出する。 
 最後に④の時点で最も高いビッドを提出した受け手が商品を購入する。被験者の利得は，送り手は受
け手から受け取った金額が収入となり，最も高いビッドを提出した受け手はビッド提出額と商品価値の
差額が正の利得または負の利得となる。最も高いビッドを提出した受け手以外の，その他の受け手の利
得は0である。 
 つまり，タイムラインに沿って述べたとおり，この仕組みは共通価値（common value）のファースト・
プライス封印入札（first-price, sealed-bid auction）である。「共通価値の入札とは，対象となる財につい
てゲームのプレイヤーたちが同一の価値を有しているものである」（椎葉他2002, p. 64）。開示に関する
実験においては，商品価値は実験者（実験を計画し，行う者）が決定したものであり，受け手である被
験者にとって共通の価値であることを意味する。 
 ファースト・プライスの入札とは，最も高いビッドを提出した者が落札することを意味する。封印入
札とは，「自分の入札額を内密に提出する」（Steiglitz, 2007, 川越他訳, p. 13）入札である。つまり値を
付けるさいに他人の評価額は自分にとって不明であることを意味する。なお，当該タイムラインでは売
り手が 1 人であるシングル・オークションと，売り手，買い手，商品が複数存在するダブル・オークシ
ョンを区別していないが，それは実験者によって異なるからである。山地（2009, pp. 55‒56）によると，
一般的には，時代が進むにつれ，シングル・オークションのみならずダブル・オークションの実験も行
われるようになっていると言える。 
 
4 主要な先行研究の全体像 
 
 以下では実際の実験で使用された用語を用いて先行研究を読み解くこととする。よって，「送り手，売
り手 → 経営者」，「受け手，買い手 → 投資家」，「通知 → 開示」，「非通知 → 非開示」，「商
品価値 → 企業価値（株価）」，という読み替えが必要な場合がある7。 
                                              
7 後述（第4章）のとおり，フレーミングに関する問題が論点となっている。 
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 第 3 章では，経済学を基盤とする実験に関する完全開示モデルと，それを検証した実験の先行研究を
読み解く。なお，開示コストモデルと情報偏在モデルは完全開示モデルの拡張であり，より現実的なモ
デルへの進化ともいえる（図表2.4）。それらの全体像を示したものが以下の図表2.5である。 
 
図表2.4 3つのモデルの関係 
 
 
図表2.5 3つのモデルに関する理論と実験8 
 完全開示モデル 開示コストモデル 情報偏在モデル 
定義 いかなる企業価値情報で
も経営者は開示する。 
開示にはコストがかか
る。 
自身の企業価値を①知っ
ている経営者と②知らな
い経営者がいる。 
理論モデルを提案してい
る論文 
Grossman（1981） 
Milgrom（1981） 
 
Jovanovic（1982） 
Verrecchia（1983） 
Verrecchia（1990） 
 
Dye（1985） 
Jung and Kwon 
（1988） 
 
実験を行ってモデルを検
証している論文 
Forsythe et al.（1989） 
King and Wallin（1990） 
King and Wallin 
（1991a） 
King and Wallin 
（1991b） 
Chow et al.（1996） 
 
Chow et al.（1996） 
 
King and Wallin 
（1991a） 
 
                                              
8 図表2.5は，椎葉他（2002, pp. 45‒47）の補-1から補-4を要約・簡素化したものである。 
完全開示モデル 
開示コストモデル 
情報偏在モデル 
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第4節 心理学を基盤とする実験 
 
1 概要 
 
 野田（1999a, p. 51）によると，心理学を基盤とする実験の目的は，「会計情報を受け取った個人の主
観確率の改訂や予測に焦点をおき，意思決定に対する情報の役立ちを解明しようと」することである。 
 また，上枝（2007b, p. 193）によると，「「経済人」を仮定すれば，単なる会計処理・表示の方法の相
違は企業価値評価とは無関連（irrelevant）のはずである。」とし，心理学によると，「一般的な情報に対
応してなされる個人の判断および意思決定は機械やコンピュータのようなものではないとの膨大な知見
が存在する」としている。 
  
図表2.6 単純化されたヒトの意思決定過程のフレームワーク 出典：上枝（2007b），図1，p.195。 
 
 
 図表2.6は「投入—処理（プロセス）—産出」フレームワークである。上枝（2007b, pp. 195‒196）に
よるとMaines（1995, pp. 76‒77）は心理学を基盤とする実験研究を2つに区分している。1つめは「投
入ないし決定のインプットに焦点を当て，ある会計情報のタイプおよび特性が利害関係者の判断および
意思決定に及ぼす影響を調査するもの」である。つまり，図表2.6の①「投入」に焦点をあてるのである。
2つめは「処理（プロセス）および産出を主たる調査対象とし，ヒトによるヒューリスティクス9の利用
のような心理学の判断および意思決定研究の知見は，企業の利害関係者の情報処理および最終的な決定
のアウトプットを説明するための洞察を与えうるかどうかを調査するもの」である。こちらは，図表2.6
の②「処理および産出」に焦点をあてるのである。なお，図表2.6の①「投入」には代替的な会計手法，
開示情報の量，情報開示の様式などが含まれるという。図表2.6の②「処理および産出」には，投融資行
動，経営者の信頼性の認知，企業の評価（リスクやチャンスも含む）などが含まれるという。 
                                              
9 選択肢の探索と評価には時間と費用がかかるので，人間は簡便な問題解決方法を用いて，最適ではなくても
満足のできる選択肢の発見に努める。この簡便な問題解決方法のことをヒューリスティクス（heuristics）と
いう（依田, 2010, p. 19）。 
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 さらに，上枝（2007, p. 195）によると，心理学を基盤とする実験では，「ある特定の情報開示の操作
が及ぼす個人の判断および意思決定への影響を調査できる」という。以下の実際に行われた研究でこの
ことを確認する。 
 
2 包括利益の報告とアナリストの企業評価 
 
 包括利益の報告とアナリストの企業評価の関係を調査した研究にHirst and Hopkins（1998）がある。
研究の主題は「包括利益とその構成要素の明確な開示は，①バイサイドのアナリストによる経営者の利
益マネジメントの看破を容易にするのか，および ②アナリストの普通株式の価格の判断に影響するのか
10」という2点であった。 
 実験の方法は，財務諸表一式（B/S, I/S, C/F, SCE11），注記，企業及び業界の情報をアナリストに提示
し，株価判断とその過程を回答してもらう方法によった。134名のアナリストとのメールによって，96
名から回答を入手したとされている。下記に示す3 × 2 = 6通りのいずれかの条件で資料が提示される
が，全ての参加者は単純な再調整を行えば同一の情報が入手可能という前提であった。 
 
図表2.7 Hirst and Hopkins（1998）の実験デザイン 
 
 
 
 
 
 
 
  ※注 EM = Earnings Management, NEM = No Earnings Management, CI = Comprehensive income,  
     IS = Income Statement, SCE = Statements of Changes in Equity 
 
 ここでいう，「利益マネジメントあり」とは，含み益のあるその他有価証券の売却と再購入である。「利
益マネジメントなし」とは，継続してその他有価証券を保有することである。すなわち，「利益マネジメ
                                              
10 訳は，上枝（2007, pp. 196‒197）を参照。 
11 日本における貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書，株主資本等変動計算書に相当する。 
 包括利益を表示 
する損益計算書 
包括利益を表示 
する株主持分変動
計算書 
包括利益を表示 
しない損益計算書 
利益マネジメント
あり 
EM-CI-IS EM-CI-SCE EM-No-CI 
利益マネジメント
なし 
NEM-CI-IS NEM-CI-SCE NEM-No-CI 
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ントあり」では含み益が当期純利益に算入されるため両者の当期純利益は異なるが，「利益マネジメント
あり」と「利益マネジメントなし」では包括利益は同額となる。 
 この実験の結果は，「包括利益の明確な表示は，（1）アナリストが利益マネジメント活動の有無を看破
することを扶助し，（2）経済的実態の同一の企業の価値評価を差のないものとし，かつ（3）株主持分変
動計算書（SCE）での包括利益の報告はフロー表での報告と比べて有用性に欠けるかもしれない」とい
うものであった12。 
 
3 先行研究から得られる知見 
 
 上枝（2007, p. 194）によると，心理学を基盤とする実験の先行研究は「経済的実態が同一の企業であ
っても，会計処理・表示の方法が異なれば利害関係者から異なる評価を受ける可能性があるとの証拠」
を示し続けている。これらの知見は，経営者が情報をディスクローズするさいに，自らが有利になるよ
うに投資家の情報処理能力の限界を利用するかもしれない。という点がHobson and Kachelmeier（2005, 
p. 825）によって指摘されている。このことから，上枝（2007, p. 194）は「経営者の戦略的情報開示と
首尾一貫する論点を扱っているものともいえる」とし，ディスクロージャーという視点から，経済学を
基盤とする実験と心理学を基盤とする実験の共通性を見いだそうとしている。 
 
 
 
 
                                              
12 訳は，上枝（2007, p. 200）を参照。 
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第3章 
 
ディスクロージャーにかんする理論および実証ならびに実験研究 
 
 
第1節 はじめに 
 
 第 3章では，ディスクロージャーに関する理論研究，実証研究，実験研究が比較される。まず第 2節
で理論研究によるモデルの提案を示す。次に第 3 節において実証研究ではどのような経験的な証拠が得
られたのかを確認する。続く第4節ではモデルの検証を行った実験研究を確認する。以上をふまえ，第5
節では実証と実験を比較する。さらに第6節では本章の結語として三者の関係を示す。 
 
 
第2節 理論研究によるモデルの提案 
 
1 完全開示モデル 
 
 本節の議論の流れは椎葉他（2002）を参考にしている。3 つのモデルのうち，完全開示モデルが最も
単純な議論であるので，まずは当該モデルの内容を確認する。「完全開示モデルとは，いかなる企業価値
情報でも経営者は開示すると主張するものである13」（椎葉他, 2002, p. 43）。当該モデルの先行研究とし
て，たとえばGrossman（1981）およびMilgrom（1981）が挙げられる。以下では，数値例を用いてこ
のモデルの意味する内容を確認する。なお，本節では，いわゆるグレシャムの法則14が想定するシナリオ
にならないように議論している。すなわち，「完全開示を行うと市場は崩壊しない」という完全開示モデ
ルの定義に沿うこととする15。 
 
                                              
13 開示原理（disclosure principle）ともいわれる（Scott, 2006, 太田他訳, 2008, p. 446）。 
14 グレシャムの法則（Gresham’s law）とは，額面価値は同一でも実質価値の異なる複数の貨幣が同時に流通
する場合には，次第に良貨は退蔵され流通にとどまるのは悪貨のみとなる，という法則である（藤田, 1996, p. 
43‒44）。悪貨は良貨を駆逐する，という言葉で有名。詳細は貨幣論，通貨問題の文献を参照。 
15 しかし，財務会計の分野では，「レモンの原理」をもちいて説明されることの方が一般的である。情報の非
対称性のひとつである逆選択を解消する手段として，経営者が私的情報をシグナリングする（すなわち，情報
を開示する），と説明できる。 
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 数値例 
・ プレーヤーは経営者と投資家である。 
・ 企業価値は 0から 1までの一様分布16に従うものとする。このことは経営者と投資家の共有知識
であるとする。 
・ 経営者は真実の企業価値情報を開示するか，情報を開示しない（非開示）か，のいずれかであり，
虚偽の情報を開示することはできない。 
・ 経営者は，投資家による企業価値評価の額が最大になるように開示または非開示を選択する。（以
下，企業価値最大化の前提と呼ぶ。） 
・ ゲームの一連の流れは以下のタイムラインに沿うものとする。 
 
  図表3.1 完全開示モデルにおけるタイムライン 出典：Berg et al.（1990, p. 831）を筆者加筆 
 ①経営者が      ②経営者が         ③投資家が       ④最も高い 
 企業価値の  →   企業価値情報を   →   企業価値を   →   評価を行った 
 情報を入手      開示 or 非開示       評価          投資家が購入 
 
 以上の事項を前提とした場合，経営者は真実の企業価値情報を投資家に開示するのだろうか。まず，
ある企業の経営者が真実の企業価値情報を入手しているものの非開示という行動を選択したと仮定する。
その場合，企業価値は 0から 1のいずれかの額であり，それは同じ確率で発生することから，投資家は
当該企業の企業価値を期待値である
€ 
0 +1
2 = 0.5と評価する
17。 
 次に，経営者が企業価値情報を開示するという行動を選択したと仮定する。企業価値が0.8の企業の経
                                              
16 確率変数
€ 
xの値の如何に関わらず確率密度関数
€ 
f (x)が一定の値をとるような分布。 
 
17 企業価値を株価×株式数とした場合，ここでいう投資家による企業価値評価とは株価の評価と読むことも可
能である。 
0 
1 
0 1 
x 
f(x) 
      
 17 
営者は当該企業価値を開示する。なぜなら，開示しなければ投資家から0.5であると評価されてしまい，
企業価値最大化という前提に反するからである。よって，企業価値が0.7や0.6といった，0.5よりも大
きな企業価値である企業の経営者は，企業価値情報を開示することになる。 
 では，企業価値が0.5未満である企業の経営者の行動は開示なのか非開示なのか。企業価値が0.3の企
業の経営者が非開示を選択した場合，投資家は，経営者が非開示を選択した理由は企業価値が0.5よりも
低いからであると予想する。その場合，企業価値は 0から 0.5のいずれかの額であり，それは同じ確率
で発生することから，投資家は当該企業の企業価値を期待値である
€ 
0 + 0.5
2 = 0.25と評価する。よって，
真実の企業価値0.3よりも低い価値である0.25と投資家から評価されることになるので，経営者の非開
示という選択は企業価値最大化という前提に反することになる。ゆえに，企業価値が0.3である企業の経
営者が非開示を選択することは非合理的な行動であって，経営者が合理的に行動するならばたとえ企業
価値が0.3であっても企業価値を開示することになる。 
 つまり，0.5から1までの企業価値である企業の経営者に加え，0.25から0.5までの企業価値である企
業の経営者も，当該企業価値を開示することになる。 
 ここまでの一連の議論を繰り返すと，
€ 
0 + 0.25
2 = 0.125 
€ 
0 + 0.125
2 = 0.0625 … となり，いか
なる企業価値の経営者でも情報を開示することが最適である。ただし，企業価値が 0 の企業の経営者に
とって開示と非開示は無差別である。それはすなわち完全開示モデルである。 
 以上を一般化する。モデルの比較が行われている先行研究である椎葉他（2002）との比較可能性を考
慮し，Grossman（1981）および Milgrom（1981）におけるオリジナルのモデルではなく，Jovanovic
（1982）のモデルにもとづくものとする。なお数学的記法も，おおむね椎葉他（2002）に合わせること
にする。 
 
 設定 
 ・企業価値を
€ 
υ，期末における真の企業価値を
€ 
˜ υとする。 
 ・
€ 
˜ υは，閉区間
€ 
υ,υ[ ]の中で，累積分布関数
€ 
F( ˜ υ)，確率密度関数
€ 
f ( ˜ υ)，平均
€ 
µ，に従う。 
 ・期首において，経営者と投資家は期末の企業価値に関して共通の信念を有している。 
 ・経営者は期中に期末の企業価値
€ 
υを私的に観察する。 
 ・経営者は企業価値情報を開示しない事象A（非開示）か，情報を開示する事象Bかのいずれかを選 
  択する。 
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 ・虚偽の情報を開示することはできない。 
 ・経営者は，投資家による企業価値評価の額が最大になるように開示または非開示を選択する。 
 ・投資家は企業価値（株価）を条件付期待値で評価する。 
 
 まず，非開示である事象Aが生じた場合，投資家は経営者が入手した企業価値の情報は好ましくない
情報であったと想定する18。好ましくない情報とは，経営者が入手した企業価値が
€ 
ω ∈ υ,υ[ ]を満たす
€ 
ω以下ということである。よって，
€ 
ωは開示の境界値（閾値）である。開示の境界値とは，
€ 
ωを超える
企業価値の企業の経営者は開示を選択し，
€ 
ω以下の企業価値の企業の経営者は非開示を選択するという
意味である。ただし，企業価値が
€ 
ωである企業の場合は，開示と非開示は経営者にとって無差別となる。 
 ここで，完全開示モデルの均衡を，開示の境界値である
€ 
ωを用いて以下の条件によって定義する。 
 
 条件1 経営者は企業価値最大化という判断基準によって
€ 
ωを選択する。 
 条件2 経営者が非開示を選択した場合は，投資家は経営者が入手した企業価値情報
€ 
υが
€ 
υ ≤ωとい 
     う条件を満たすと想定する。 
 
 よって，非開示である事象Aが生じた場合，企業価値の条件付期待値は次式である。 
 
€ 
E( ˜ υ | A) = ˜ υF(ω)υ
ω
∫ dF( ˜ υ)  
 
 ただし，
€ 
ω =υのときは， 
 
€ 
E( ˜ υ | A) =υ  
である。 
 次に，開示である事象Bが生じた場合，経営者は虚偽の企業価値情報を開示することはできないので，
投資家は企業価値を正しく評価できる。よって企業価値の条件付期待値は次式である。 
 
€ 
E( ˜ υ |B) =υ  
                                              
18 討議資料財務会計の概念フレームワーク第1章4項では「投資家の保守的なリスク評価」と表現されている。 
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 各事象が生じる確率は，次の通り。 
 
€ 
P(A) = F(ω)
P(B) =1− F(ω)  
 
 なお， 
 
€ 
F(ω) = P( ˜ υ ≤ω) = dF( ˜ υ)
υ
ω
∫  
 
である。 
 均衡条件1より，経営者は企業価値最大化（株価の最大化）という判断基準によって，
€ 
ωを選択する。
したがって，経営者が非開示である事象Aを選択するということは，情報を開示するよりも情報を開示
しない方が企業価値は高くなるという判断を下したことになる。すなわち，経営者が企業価値情報を開
示しないという選択をした場合は次式である。 
 
€ 
E( ˜ υ |B) ≤ E( ˜ υ | A) 
 
これに，
€ 
E( ˜ υ | A) = ˜ υF(ω)υ
ω
∫ dF( ˜ υ)  と  
€ 
E( ˜ υ |B) =υ   を代入すると，次式が得られる。 
 
€ 
υ ≤
˜ υ
F(ω)υ
ω
∫ dF( ˜ υ)  
 
 また，均衡条件2より，経営者が非開示を選択した場合は，投資家は経営者が入手した企業価値情報
€ 
υ
が
€ 
υ ≤ωという条件を満たすと想定する。よって，経営者が非開示を選択した場合は，次式である。 
 
€ 
υ ≤ω  
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 均衡では，経営者の企業価値最大化の行動と投資家の期待の予想とは一致する必要がある。 
ここで，
€ 
υ ≤
˜ υ
F(ω)υ
ω
∫ dF( ˜ υ) と 
€ 
υ ≤ω  から次式が得られる。 
 
€ 
˜ υ
F(ω)υ
ω
∫ dF( ˜ υ) =ω  
 
 このとき，Grossman（1981）とMilgrom（1981）の定理が得られる。 
 
Grossman（1981）とMilgrom（1981）の定理 
 いかなる企業価値の企業の経営者であっても，企業価値情報を開示する行動が最適である。 
 ただし，企業価値
€ 
υの企業の経営者にとっては，開示と非開示の選択は無差別である。 
 
証明 
 
€ 
ω =υであるならば，
€ 
˜ υ
F(ω)υ
ω
∫ dF( ˜ υ) =ω の式は成立する。 
 
€ 
ω >υであるならば，企業価値が
€ 
ωの企業に関しては，
€ 
˜ υ
F(ω)υ
ω
∫ dF( ˜ υ) <ω となる。これは，企
業価値が
€ 
ωの企業は非開示ではなく開示を選択することを意味する。しかし，それは
€ 
ω以下の企業は開
示しないという
€ 
ωの定義に矛盾することになるのである。 
 
2 開示コストモデル 
 
 フル・ディスクロージャーが失敗する原因のひとつに，開示コストの存在があげられる。Jovanovic
（1982），Verrecchia（1983）は開示と非開示をわける閾値（
€ 
ω）があることを示した。開示コストが
ゼロである場合はフル・ディスクロージャーとなることから，完全開示モデルの拡張であるといわれる19。 
 
 
                                              
19 詳細は椎葉他（2002），Scott（2006）等を参照してほしい。 
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3 情報偏在モデル 
 
 Dye（1985）とJung and Kwon（1988）は，企業価値に関する情報を知っている経営者と知らない
経営者が存在し，そのことを投資家は知っているという情報の偏在をモデルに反映した。経営者が必ず
企業価値に関する情報を入手する場合はフル・ディスクロージャーとなることから，完全開示モデルの
拡張であるといわれる20。 
 
 
第3節 実証研究によるモデルの検証 
 
1 フル・ディスクロージャーにかんする実証 
 
 前節以前において，経営者は自発的に情報を開示するのか？という問いに対する理論研究を示した。
すなわち，もっとも単純な理論によると，経営者は良い情報も悪い情報もすべてを開示するはずであり，
実験結果もおおむねそれを支持するものであった。しかし，現実（real）はどのようになっているのだろ
うか。本節では，経営者は自発的に情報を開示するのか？という問いに対する実証研究を読み解くこと
によって，実証研究によって明らかになったことを理解する。したがって，実証会計学と実験会計学を
比較するという本論文の趣旨から，多様な研究手法がある実証会計学のうち取り上げられる研究は，実
験会計学との比較が可能なものに限られる。実証会計学と実験会計学を比較するためには，同一の問題
意識をもった研究が望ましいことから，以下では経済学を基盤とする実験会計学と同一の問題意識をも
った実証会計学の研究を取り上げる21。 
 ここで，経営者は自発的に情報を開示するのか？という問題意識をもった研究に，Lev and Penman
（1990）がある。本項では当該研究がどのようなことを示唆しているのかを読み解く。 
 実証研究では，ある行動が各種の変数に与える影響が分析される。当該研究に当てはめると，企業の
利益予測の良し悪しが自発的開示または非開示に与える影響が分析されている。また，開示された場合
には，開示後の株価の反応が調査されている。 
                                              
20 詳細は椎葉他（2002），Scott（2006）等を参照してほしい。 
21 よって，実験研究と直接的に比較できなかったディスクロージャーにかんする実証研究も多数存在する。た
とえば，報告利益管理（earnings management）を情報提供機能の観点から検討できることを示している，奥
村（2004）, 奥村（2006）を参照してほしい。 
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 当該研究は，業績が悪い企業の経営者も，業績が良い企業の経営者もディスクロージャーを積極的に
行うのではないか？という問題意識から出発する。その根拠は以下の通りである。通常，企業の経営者
は外部の投資家等よりも多くの情報を持っており，そのことに着目すれば，株価が過小評価されている
優良企業の経営者はそのことをシグナルするために追加的な情報提供を行うインセンティブがある。ま
た，株価が過大評価されている劣悪企業は，追加的な情報提供をせず，過大評価されていることをシグ
ナルする。過大評価されていた劣悪企業が過小評価されると，追加的に情報提供される。これを繰り返
すと，最悪の業績の企業のみがシグナルしないという結果となる。シグナリング（signaling）を動機と
して企業は開示を行うという命題は，一般にシグナリング仮説（signaling hypothesis）といわれている
22。 
 また，効率的市場においては，インサイダー情報を公表するインセンティブ（incentive）ある。たと
えば，いい投資プロジェクトをもっている企業が，当該事実を市場に効率的に伝えることによって評判
を高め，発行株式に対する対価を引き上げるための仕組みが考えられる。シグナリングは，そのような
仕組みの1つであるとされ，経営者は新規の投資プロジェクトのかなりの割合を保有することによって，
これはいい投資プロジェクトであるという信念を市場に伝えることができるとされている。なお，プロ
ジェクトから見込まれる利益が大きくなれば，市場にシグナルを送るインセンティブが高まることが知
られている23。したがって，相対的には，業績が悪い企業の経営者よりも，業績が良い企業の経営者の方
がディスクロージャーを積極的に行うインセンティブがあるかもしれない。 
 ここで，当該研究は，経営者による利益予測を自発的な情報リリースであると考えており，シグナリ
ングシナリオ（signaling scenario）ないしスクリーニングシナリオ（screening scenario）に依拠して，
それらの特性を予測と比較するとしている。シグナリングシナリオないしスクリーニングシナリオは，
利益予測が“グッド・ニュース”の企業の経営者によって，他の企業をふるい落とすために使われる。
かれらの利益予測は監査報告書等の事後的な公表との比較によって検証される。経営者による利益予測
という行動は，前述のシグナリングシナリオないしスクリーニングシナリオの枠組みによって容易に理
解することができる。そして，経営者の利益予測の信頼性は，投資家が事後的に検証することができる。
実証会計学の先行研究（たとえば，Patell（1976）,Penman（1980; 1983）,Waymire（1984）等）によ
ると，経営者による利益予測のリリースは，予測企業の株価変化と関連しており，投資家から信用でき
る開示とみなされている，と示唆され，それが立証された。 
 ここで，投資家には情報を探したいという欲求があり，企業の経営者には当該情報をディスクローズ
                                              
22 Watts and Zimmerman（1986, 須田訳, pp. 152‒154）の議論の流れに沿っている。 
23 Scott（2006, 太田他訳, pp. 134‒136）の議論の流れに沿っている。 
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したいというインセンティブがある。たとえば，企業が市場から過小評価されていると考えている経営
者は自発的ディスクロージャ （ーvoluntary disclosure）を行う。自発的ディスクロージャ （ーvoluntary 
disclosure）とは，GAAP（Generally Accepted Accounting Principles24）やその他の財務報告基準が要
求する最低限のレベルを超える情報のディスクロージャーのことである（Scott, 2006, 太田訳, p. 123）。 
 自発的ディスクロージャーのシナリオによると，市場によって推定された平均の評価よりも高い企業
価値を暗示する情報を有している経営者は，市場からの信用を得るために，その情報を開示するであろ
う。そして，その企業の株価は上方修正されるであろう。逆に，市場価格より低い企業価値を暗示する
情報を有している経営者は，その情報を非開示するかもしれない。しかし，投資家は非開示を選択した
企業は最も悪い情報だから非開示を選択したのだと解釈する。したがって，このような非開示の会社の
株価は減少することが予想される。これらの2つの市場の反応は，当該研究の主要な予測であるとされ
ている。 
 かれらの実証研究の結果は，利益予測を開示するというスクリーニングシナリオと矛盾しなかった。 
“バッド・ニュース”の予測を開示するという証拠がえられた。また，“グッド・ニュース”を持ってい
る企業が“最も悪いニュース”がある企業と，自分たちを区別するために，平均して自発的ディスクロ
ージャーをすることが明らかになった。しかし，非予測企業において，かれらの結果はディスクロージ
ャーシナリオによる負の株価反応がなかった。とくに，かれらは，予測企業と同じ業界の中の非予測企
業の株価が非予測によってネガティブな影響を受けていることを明らかにできなかったのである。 
 より具体的には，予測企業と非予測企業の株価反応によると，一般的に，利益予測が特に“良い”年
次利益をもっている企業は，同じ業界内のライバル企業から区別することが明らかになった。しかしな
がら，予測企業と同じ業界内の非予測企業が特に劣っている利益を持っていると断定することはできな
かった。さらにかれらは，平均して，予測ニュースが“グッド・ニュース”であるにもかかわらず，若
干の企業が「株価は下がるだろう」と予測をすることが明らかになった。かれらが行った調査のサンプ
ルとなった企業は，“バッド・ニュース”の利益の企業は一般に「株価は下がるだろう」という予測情報
を開示した。これはディスクロージャーシナリオによって予測された正の株価反応が整合性を持って観
察されないことを意味する。予測開示がなされるとき，非予測企業の株価に対する影響は予測企業に対
する株価反応と“同じ方向”にある傾向がある。したがって，ディスクロージャーシナリオによって推
測されるように，予測企業にとって好ましい予測は，非予測企業にとっての“バッド・ニュース”を含
意しない。 
                                              
24 日本では，一般に公正妥当と認められた会計原則という。 
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 ディスクロージャーシナリオは“グッド・ニュース”を持った企業が，他の悪いニュースを持った企
業から区別する手段として自発的な情報の開示を行うと説明される。上記の結果は，「このような説明は，
完全に経営者の利益予測の実証的な特性を表しているわけではない」ということ示唆する。 
 
2 アナリストによる開示品質の評価とディスクロージャーの関係 
 
 Lang and Lundholm（1996）は，ディスクロージャーに関する実証研究である。証券市場が開示の拡
充に対して肯定的に反応すると予測された。開示情報自体の品質が高いほど，その企業をフォローして
いるアナリストも多いことが明らかとなり，フル・ディスクロージャーを立証する証拠が得られている
（Scott, 2006, 太田訳, p. 444‒445）。 
 
 
第4節 実験研究によるモデルの検証 
 
1 フル・ディスクロージャーにかんする実験 
 
 完全開示モデルを検証した初期の単純な実験としてForsythe et al.（1989）が挙げられる。本項では
彼らがどのような実験を行い，どのような結果が得られたのかを読み解く。 
 彼らの実験グループは完全開示モデルを検証するために仮想市場を 6 つ設定した。アリゾナ大学，カ
ーネギー・メロン大学，アイオワ大学の 3 つの大学で 2 つの異なる環境における行動が調査された。6
つの市場は図表3.2のように名付けられた。 
 
図表3.2 Forsythe et al.（1989）において実験が行われた6つの市場 
 アリゾナ大学 カーネギー・メロン大学 アイオワ大学 
1つめの環境 A1 C1 I1 
2つめの環境 A2 C2 I2 
 
 この表にある，1つめの環境では，すべての商品が共通価値部分（common value component）のみを
持っていた（買い手が対象商品の私的価値部分を持っていなかった）。2つめの環境では，すべての商品
は共通価値部分と私的価値部分（private value component）の両方を持っていた。ここで共通価値とは，
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ゲームのプレーヤーが対象となる財に対して同一の価値を有している場合における当該価値である。私
的価値とは，買い手が対象となる財に対して自分の評価額を知っている場合における当該価値である。
したがって，共通価値部分とは対象となる財の共通価値の部分であり，私的価値部分とは対象となる財
の私的価値の部分である。 
 それぞれの市場には 8人の参加者がいた。参加者は実験室に到着した後，ランダムに指名された 4人
が買い手となり，残りの 4 人が売り手となった。その後，実験説明書が声に出して読みあげられ，被験
者のいかなる質問にも答えたとしている。ここで被験者には，取引を支配するルールと，かれらの所得
が決定される方法が知らされた。それは，（1）商品の最高入札者はその商品が与えられる。（2）各々の
買い手が購入した商品に“再売却価値”があり，「買い手の利益 = 再売却価値 － 買い手の入札した額」
である。（3）売り手の利益は商品を売ることによって最高入札者から入札された額に等しい。 
 各々の市場が多くの取引期間から成り立った25。それぞれの取引期間に，売り手は買い手に販売するた
めの商品を持っていた。この実験者グループが調査した 1 つめの環境では，異なる価値の異なる商品に
対して共通の再売却価値をもっていた（すなわち共通価値であった）。この共通価値は離散型の数列［1, 2, 
3, …, 125］から抜き出された。このランダムに抜き出される母集団である分布は事前に決められており，
3つの場所（大学）で使われた。 
 それぞれの取引期間のはじめに，各々の売り手には，その期間における商品の共通価値が知らされた。
売り手は当該情報を買い手に開示するべきか否（非開示）かを決めた。売り手の各々が決断をした後，
これらの決定は公的に実験者によって発表された。かりに，売り手がかれの情報を開示することを決め
たなら，かれの再売却価値はすべての市場参加者に公的に表示された。次に，ファースト・プライス封
印入札がそれぞれの売り手の商品に対して行われた26。各々の買い手がそれぞれの商品に対する個別のビ
ッド（つけ値ないし指し値のこと）を提出した。ビッドのすべてが実験者に提出された後，勝っている
入札者の正体とかれのビッドの両方が公的に発表された。負けているビッドは公的に発表されなかった。
しかし，売り手の商品に対して付けられたすべてのビッドはその売り手に知らされた。 
 2つめの環境は，買い手にとっての価値が共通価値部分と私的価値部分の両方を持っていたこと以外は，
1つめの環境の手続きと同様であった。私的価値部分は期毎に各買い手に知らされた。この操作は買い手
が獲得することができる均衡利益を増加させることが目的である。すなわち，均衡において買い手が共
                                              
25 Forsythe et al.（1989）p. 225 TABLE1 によると，最も少ない取引期間は16回（A1）であり，最も多い
取引期間は22回（C1, I1, C2, I2）である。 
26 ファースト・プライスの入札（first-price auction）とは，最も高いビッドを提出した者が落札するルールの
入札である。封印入札（sealed-bid auction）とは，自分の入札額を内密に提出する入札である。つまり値を付
ける際に他人の評価額は自分にとって不明である。 
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通価値の額のビッドを提出した場合，「再売却価値（共通価値） － 買い手の入札した額（共通価値） = 買
い手の利益（ゼロ）」となってしまう。この事態を回避するために再売却価値を共通価値部分と私的価値
部分からなるものとした。すると「再売却価値（共通価値＋私的価値） － 買い手の入札した額（共通価
値） = 買い手の利益（私的価値）」となり，買い手の利益はゼロではなく正の値となるのである。 
 具体的には，2つめの環境では，商品のタイプは8つであった。それぞれの取引期間に，それぞれの売
り手の商品のタイプはランダムに決定された。再売却価値の数列は1つめの環境よりも規模が縮小され，
［1, 2, 3, …, 120］であった。それを8つの共通要素を持たない部分区間に分割し，間隔が15セントの
離散型一様分布［1, 16, 31, …, 106］から抜き出された27。そして私的価値は離散している［0, 1, 2, …, 14］
からランダムに抜き出された。したがって，「買い手の再売却価値 ＝ 共通価値部分 ＋ 私的価値部分」
であるから，タイプⅠの商品は1＋0＝1 ，1＋1＝2，…となり［1, 2, …, 15］，タイプⅡは16＋0＝16，
16＋1＝17，…となり［16, 17, …,30］であった。 
 それぞれの市場では 2時間半から 3時間かけて実験が実施された。セッションの終わりには，それぞ
れの参加者に対し個人別に収入が支払われた。 
 これまで，実際に実施された実験を詳細に見てきたが，その要点は以下の通りである。市場の参加者
は8人であり，商品の取引を16回から22回反復する。市場参加者である8人の被験者の内訳は，情報
の送り手 4人と情報の受け手 4人の学部の学生である。①商品価値は全員にとって既知の分布からラン
ダムに抽出され，実験監督者から送り手のみに伝えられる。②次に送り手が商品価値情報を受け手に通
知するか通知しない（非通知）かのいずれかを選択する。③そして，受け手が任意のビッドを提出する
（値をつける）。④最後に最も高いビッドを提出した者が当該商品を購入する。すなわち，ゲームの流れ
は以前に登場した以下のタイムラインに沿っている。 
 
 図表3.3  Forsythe et al.（1989）の実験のタイムライン 出典：Berg et al.（1990, p. 831）を筆者加筆 
 ①送り手が       ②送り手が         ③受け手が       ④最も高い 
 商品価値の   →   商品価値情報を   →   ビッドを提出  →   ビッド提出 
 情報を入手       通知 or 非通知                   者が購入 
 
                                              
27 1セントの価値を持つ商品は“タイプⅠ”，16セントの価値を持つ商品は“タイプⅡ”，31セントの価値を
持つ商品は“タイプⅢ”（…以下同様）と呼ばれた。 
      
 27 
 この実験の結果は，Grossman（1981）とMilgrom（1981）の定理である「いかなる企業価値の企業
の経営者であっても，企業価値情報を開示する行動が最適である。」という完全開示モデルをおおむね支
持するものであった。実験結果をまとめたTABLE 1によると，1つめの環境では全期間を通算して15
セント以上の価値を非開示した割合は 26.7％であったが，習熟してきた 10期以降には 14.2％にまで低
下した。2つめの環境では全期間を通算して16セント以上の価値を非開示した割合は12.3％であったが，
習熟してきた10期以降には2.4％にまで低下した。なお，10期以降では，A1，A2，C2の市場で非開示
の割合は0％であった。 
 しかしながら，Grossman（1981）とMilgrom（1981）の定理である「企業価値が最低の企業の経営
者にとっては，開示と非開示の選択は無差別である。」に関しては異なる結果が得られた。最低の価値の
商品に関して，一般的に売り手は非開示を選択したとされている。 
 
2 経営者のディスクロージャーにかんする虚偽表示防止と事後検証の影響 
 
 実験によるモデルの検証を行った初期の単純な研究にKing and Wallin（1990）がある。この研究は
完全開示モデルが検証された。この研究では3つの代替的なルールが検証された。1つめが虚偽表示防止
ルール（antifraud rule），2つめが事後検証ルール（ex post rule），3つめが損害賠償請求（legal recourse）
である。虚偽表示防止ルールの設定では，経営者は虚偽表示を行うことが禁止される環境が構築された。
必ず真の私的情報をディスクロージャーすることを求められたのである。事後検証ルールでは，虚偽表
示は可能であるが，事後的に報告が真であったか偽であったかが投資家に伝えられた。損害賠償請求で
は，投資家は虚偽表示を行った経営者を提訴することができた。 
 実験環境は1名の経営者と3名の投資家が設定された。実験のタイムラインを1期間とする取引を50
期間反復された。取引された材は「くじ（lottery ticket）」であった。 
 かれらの実験の結果によると，虚偽表示防止ルールが存在する場合，経営者はフル・ディスクロージ
ャーを行い，投資家はその情報にもとづいて行動するという。また，虚偽表示防止ルールが存在しない
場合，真の情報よりも高い当選確率を投資家に情報提供することが示されている。さらに，事後検証ル
ールは結果に影響を及ぼさず，損害賠償請求が可能の場合には経営者の虚偽表示が抑制されたとしてい
る。虚偽表示防止ルールはフル・ディスクロージャーの前提条件であることが実験によって示されたの
である。 
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第5節 実証と実験の比較 
 
1 実証に対する批判 
 
 前節では実証会計学におけるディスクロージャーに関する研究をみた。ここで，実証会計学に対する
批判として椎葉他（2002, pp. 63‒64）では次の2つの点が指摘されている。 
 まず1点目として，Dopuch（1989）によると，「アーカイバル手法28のもとでは，経済エージェント
の情報集合を知ることができない。」という点が指摘されている。ここでいう経済エージェントの情報集
合の意味する内容は，企業の経営者のみが企業価値に関する私的な情報を入手するさいにおける当該情
報である。より具体的には，以下の図表3.4の①の段階における企業価値の情報のことである。 
 
図表3.4  完全開示モデルにおける実験のタイムライン 出典：Berg et al.（1990, p. 831）を筆者加筆 
 
 
  ①経営者が        ②経営者が          ③投資家が         
  企業価値の   →   企業価値参考情報を  →    企業価値を評価 
  情報を入手        開示 or 非開示                      
 
 つまり，この指摘によると，図表3.4の①における企業価値の情報を入手することは現実の世界では非
常に困難であるということである。 
 次に2点目として，King and Wallin（1991b）によると，「モデルの仮定が満たされているかどうか
を確認することが，アーカイバル手法にあっては難しい」という点が指摘されている。これは，現実の
世界を完全に表すモデルを設定することは困難であることを指している。たしかに，モデルには現実の
世界を説明する重要な要素は含まれているものの，さまざまな仮定が置かれていることが通常である。
また，モデルを設定するにあたって，省かれた現実の世界の要素が存在することも事実である。さらに，
モデルを設定するにあたって置かれた仮定や，省かれた現実の世界の要素を個別に検討することは困難
であるとされている。この議論は，経済学を基盤とした実験のみならず心理学を基盤とした実験に関し
てもあてはまり，上枝（2007, p. 193）によれば「経済的実態が同一の企業の会計処理・表示の方法の差
                                              
28 この文脈では実証会計学のことを指している。 
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異が及ぼす影響の直接の分析は現実のデータでは不可能」であるとされている。たとえば，包括利益の
表示が義務づけられていなかった日本において，当期純利益まで表示された財務諸表の開示に留めるの
か，包括利益まで表示された財務諸表を開示するのか，を現実のデータによって直接分析することはで
きなかったのである29。 
 
2 実験の比較優位性 
 
 1点目の指摘に対し，実験会計学では，あらかじめ起こり得る事象を決めておくことが可能である。た
とえば，図表3.4の①時点における企業価値の情報の分布をあらかじめ決めておくことなどがそれにあた
る。すなわち，実験会計学では，図表3.4のタイムラインのような実験環境を構築することが可能となる。
それにより，実証と比較した場合，理論モデルを忠実に検証することが可能となる。 
 また，2点目の指摘に対し，実験会計学では，モデルの仮定を人為的にコントロールすることができる
とされている。たとえば，被験者が選択可能な行動をあらかじめ設定することによってコントロールす
る方法が考えられる。具体的には，図表3.4の②の時点で「経営者が選択可能な行動は開示または非開示
だけであり，虚偽の表示を行うことはできない」とコントロールすることがそれにあたる。このような
操作によって，ディスクロージャーに関する経営者の行動を直接的に観察することが可能となる。 
 さらに，実験会計学では，ある一部の設定を変更して，その影響を考察することも比較的容易である
とされている。たとえば，「開示を行うために追加的なコストは発生しない」というモデルが設定されて
いたときに，「開示を行うためには追加的なコストがかかる」という仮定をあらたに設け，その影響を実
験によって確かめることは比較的容易であると考えられる。現実の世界の設定の一部を変更して検証す
ることは比較的困難であるので，これも実験の比較優位性である。 
 経済学を基盤とした実験において，情報を開示するモデルを直接的に検証することができる原因は，
上記の理由によるものである。 
 McDaniel and Hand（1996）は，実証会計学に対する実験会計学の比較優位性を3点あげている。適
時性（timeliness），包括性（inclusiveness），因果律（causality）である。ここでは，科学的な研究手
法とは何か？という視点から因果律に注目する。因果律（causality）とは，「複数の解釈に拘束されない
                                              
29 なお，「経験的な世界から証拠を集める」という点において実証研究と共通する，ケース・スタディという
研究方法も存在する。ケース・スタディとは，研究対象について体系的な知識を生み出すために秩序的に組織
化された方法である（Stake, 2000）（日本会計研究学会, 2010, p. 168）。この研究方法は，「他の研究方法より
も再現性が低い」という批判があるが，実験は追試を行うことによって追体験可能であり，追試された実験の
証拠は蓄積するという優位性がある。 
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推論をもたらす研究手法の能力，すなわち直接の原因と結果の関係を分離把握する能力」（上枝, 2002, p. 
119）である。 
 すなわち，因果律は，実験が適切に統制（コントロール）されているならば，原因と結果は複数の解
釈によらないことを意味する。実証研究では，統制されたサンプルを利用できない30ことから，因果律は，
実験研究の比較優位性なのである。なお，どのように実験を統制（コントロール）すれば実験を成功に
導くことができるのか？という疑問にかんしては論点となっているので第5章で考察する。 
 野田（1999a, p. 53）では，実験は追試が可能であるという点が指摘されている。 
 さらに上枝（2007b, p. 193）によると，心理学を基盤とする実験の特徴に関して，「経済的実態が同一
の企業の会計処理・表示の方法の差異が及ぼす影響の直接の分析は現実のデータでは不可能であり，実
験の方法が有用となる蓋然性が存する。」という。 
 
3 実証の比較優位性 
 
 前項でみてきた実験会計学の比較優位性は，実証会計学の立場からすると，実験会計学の欠点となる
かもしれない。実証会計学によると，現実の世界のデータをもちいることになるため，現実の世界を説
明することができる。しかし，実験会計学によると，通常は現実の世界に対し圧倒的に少数のサンプル
を用いて実験せざるを得ないのである。すなわち，実験会計学で得られた結論や知見は本当に現実の世
界に適用できるのかという問題が生ずるのである。なお，実験における現実への適用可能性の問題は第5
章で検討する。 
 
 
第6節 理論および実証ならびに実験の接点 
 
1 実証と実験の接点 
 
 実証と実験の接点に「追体験可能性が保証されている」という点があげられる。経験的な世界におい
て証拠を得るということもあげられる。また，論点によっては，実証で得られた知見を実験によって追
試することや，実験で得られた知見を実証によって現実の世界から観察することができるため，それら
                                              
30 八重倉（2002, p. 82）は，「実証研究は疑似実験（quasi-experiment）であり，本来の実験に必要なコント
ロールサンプルを使用できることは稀であることに注意が必要である。」という。 
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も接点である。 
 
2 実証研究と接点を持つ理論研究の存在 
 
 さて，ここまで日常的な語法にもとづいて規範的研究を価値判断が色濃く反映されたものとしていた。 
しかし，規範理論を厳密に定義した場合，「規範理論とは，一定の規範（目標仮説）を与件として，その
達成手段の合理性（適否，優劣）を問うもの」（大日方, 2007, p. 2）である。規範理論をこのように解し
た場合，「理論研究」は，従来から行われてきた規範的・記述的研究とは一線を画する。言い換えると「科
学的な推論が備えるべき特性」を備えている研究が理論研究にあたる。日本会計研究学会（2010, p. 64）
によると，理論の要件（科学的な説明が備えるべき要件）は以下の4 つである31。 
 
  ① 社会現象間の因果関係を記述した仮説を有すること 
  ② その仮説が反証可能な（検証可能な）形式を有していること 
  ③ 説明が単純かつ簡潔であること 
  ④ 説明が体系的であること 
 
 たとえば，本節でこれまでみてきた「ディスクロージャー」という論点にかんする理論研究に大日方
（2006）32がある。大日方（2006）では，経済合理性の観点から，制度会計と情報開示の存在意義が説
明されている。そこでは，「情報開示という制度が本来の機能を有効に発揮するためには，企業（の経営
者）が積極的，自発的に情報開示するインセンティブを開示制度が構造的にもっている必要がある」（p. 
200）ことが繰り返し示されている。これは，社会現象間の因果関係を記述した，検証可能な形式である
と思われる。 
 
3 鼎立か補完か 
 
 前項でみたように，実証研究という手法を採用しない伝統的な会計研究の全てが非科学的であるとみ
なされるわけではないようである。特に，科学的な説明が備えるべき要件を満たしている理論研究は，
仮説がテスト（検証）されないだけで科学的推論を行っているという点では，実証研究や実験研究と共
                                              
31 より詳細な議論は，日本会計研究学会（2010）pp. 63‒75を参照。 
32 オリジナルの文献は青山他（1999）『制度経営学入門』に収録されている。 
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通している。 
 したがって，理論研究で提示された仮説を，実験をもちいて検証する，ということや，実証的な方法
で検証するという「補完関係」が達成されるかもしれない。 
 たとえば，大日方（2006）の第2節では，3つのケースのペイオフ・マトリックスをもちいて，情報
開示のコストを議論している。ケース1では，「劣悪企業B」は「優良企業A」と同じコストで虚偽の情
報を開示することができるという設定だった。ケース2では，「優良企業A」が優良企業であるというシ
グナルを開示するコストよりも，「劣悪企業B」が優良企業であるというシグナルを開示するコストの方
が大きいという設定だった33。ケース3では，「劣悪企業B」の情報開示コストはケース2と同じであっ
たが，「優良企業A」の情報開示コストが引き下げられた。これら3つの議論のうち，ケース3では，「企
業間の実力差を適切に反映したコストを課す開示規制のもとでは，企業はすすんで情報を開示する」こ
と，「情報開示をしない企業Bも，自らが劣悪企業であるという情報を開示していることになる」こと，
が示された。たとえば，実験研究では，これら3つのケースを実験デザインとして設計し，ケース3の
場合に，上記のような結果となるのかを確かめることができるかもしれない。さらに，実証研究におい
て，「経験的な現実の世界」は，ケース1から3のいずれにあてはまるのか，を推察することができるか
もしれない。 
 また，大日方（2006）の第5節では，自発的開示と市場の成熟度が議論されている。そこでは，市場
（投資家）の，情報開示制度にたいする信頼性の違いを反映した2つのペイオフ・マトリックスをもち
いて分析がなされている。その結果，「自発的な情報開示を企業に促すには，不信感にもとづいた強制力
ではなく，信頼感を背景とした自律的インセンティブが必要であること」が示されている。そこで示さ
れている2つのケースも，実験デザインとして設計することができると思われる。理論研究で示された
含意を実験や実証によって検証できるかもしれないのである。 
 そうであるならば，一見全く異質の研究手法に見える理論研究，実証研究，実験研究は相容れない「鼎
立関係」ではなく，一者が他の二者の欠点を補う「補完関係」であることが推測される。 
                                              
33 粉飾決算や規制によるペナルティーとしてのコストがかかるからである。 
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第4章 
 
隣接分野における実験研究 
 
 
第1節 はじめに 
 
 第4章では，会計学とその隣接分野である経済学とファイナンス，および，財務会計とその隣接分野
である監査論とファイナンスにおける実験研究を比較し，それらの関係を解き明かす。まず第2節では
経済学と会計学が比較される。次に第3節ではファイナンスと会計学が比較される。そして第4節では
監査論と財務会計が比較され，最後に第5節では管理会計と財務会計が比較される。 
 
 
第2節 経済学 
 
1 概要 
 
 実験経済学における議論は実験会計学に多大な影響を及ぼしている。実験経済学における議論の進歩
は大きく分けて「ゲーム理論実験」と「行動ゲーム理論」の系統がある。ゲーム理論実験に関する分野
の中でも，特にシグナリング・ゲームの論点は，監査論における実験研究に影響を及ぼした。また，行
動ゲーム理論に関する分野の中でも，特に限定合理性の理論は，財務会計における心理学を基盤とした
実験研究に影響を及ぼした。 
 実験会計学は実験経済学の手法を取り入れて発展してきた分野であるので，実験経済学と実験会計学
の相違点は少ないことが予想される。しかし以下で示すように，山地（2008）はフレーミングという視
点から実験経済学と実験会計学を比較している。 
 
2 フレーミングの問題 
 
 本項ではフレーミングの視点から経済学における実験と会計学における実験を比較する。以下では山
地（2008, p. 44）における議論の流れに沿うこととする。 
 34 
 ここで，フレーミングとは，被験者が直面するゲームのルールを説明するさい，それを異なる文脈に
おくことにより被験者の行動が変化してしまうことである（川越, 2007, p. 47）34。 
 なお，本論文では，多くの先行研究に従って，送り手，受け手，通知，非通知，商品価値，という用
語を用いた。しかし，より現実的には，送り手は経営者，受け手は投資家，通知は開示，非通知は非開
示，商品価値は企業価値，を意味する。 
 なぜ多くの先行研究では上記の様に用語を一般化しているのか。それは実験経済学での通説である「価
値誘発理論」に依拠しているからである。価値誘発理論とは，利得に比例した金銭報酬を支払うことに
よって被験者の選好を統制するにあたって，その十分条件として挙げられる5つの要請のことをいう35。 
 Vernon Smith（1982）によって提唱されたこの5つの要請のうちの1つに類似性（parallelism）が
ある。これは，「被験者の行動や実験において検討される経済制度に関する実験結果は，他の条件が等し
い限り，現実の経済にも適用可能でなければならない」（川越, 2007, p. 16）。というものである。この要
請によると，フレーミングを除去するため，最も一般的な用語への変換がなされる。経済学の分野では，
このようにフレーミングを回避するために用語を一般化するのが通説となっており，会計学の分野でも
暗黙のうちに経済学における先行研究に従うことを前提とした文献が少なくない。しかし，山地（2008）
では「フレーミングの問題」すなわち「実験のさいに用語を一般化すべきか否か」が論点として挙げら
れている。 
 山地（2008）によると，実験経済学と実験会計学では，そもそも解明しようとしている課題が異なる
という。すなわち，実験経済学では，その解明の対象が「経済構造」であり，実験会計学では，その解
明の対象が「会計情報を介した人間や人間関係」であるとする。では，それぞれの実験において，フレ
ーミングを回避した方が良いのか，それともフレーミングにこだわった方が良いのか。 
 まず，経済学における実験を行うさいに，仮に商品の特性を「財」「サービス」「証券」…などと特定
化したとする。この場合，仮に市場が機能したという結論が得られても，それは商品の特性ゆえに市場
が機能した可能性が依然として残っている。そのため，経済構造の解明という実験経済学の目的が果た
せない。よって，このような言語によるフレーミングを極力回避するために，用語を一般化する。用語
を一般化することによって，市場の需給バランスによって価格が均衡に向かうという市場の構造を解明
することができるのである。 
 次に，会計学における実験を行うさいに，仮にプレーヤーの立場を「経営者」「投資家」「監査人」「ア
                                              
34 川越（2007, p. 47）によると，フレーム効果（framing effect）ともいう。 
35 具体的には（1）非飽和性（non-satiation），（2）感応性（saliency），（3）優越性（dominance），（4）情報
の秘匿（privacy），（5）類似性（parallelism）である。詳しくは川越（2007, pp. 15‒17）を参照してほしい。 
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ナリスト」…などと特定化したとする。この場合，実験では各立場に立って会計情報を評価してもらう
ので，会計情報を介した人間の関係が解明されることになる。立場の特定化を抜きに会計情報を評価し
ても意味を成さない。よって，このように言語による感覚が重要になるため，フレーミングにこだわる
のである。 
 山地（2008）によると，「ある役割を担った人間関係が引き起こす問題とその解消こそ会計問題であり，
会計学が解明しようとする対象」であるという。 
 注意すべき点は，実験経済学の文献ではフレーミングを回避することが必須の要件であるのに対し，
実験会計学の文献ではフレーミングを回避している実験と，フレーミングにこだわっている実験の両者
が存在するという点である。その意味において，以下の図表4.1は通説的なものでは無い。しかし，実験
経済学と実験会計学を比較するさいのひとつの視点として興味深い論点である。 
 
図表4.1 フレーミングの問題 
 実験経済学 実験会計学 
解明しようとしている課題 経済構造 会計情報を介した人間や人間関係 
フレーミングを回避した方が良い
のか？ 
または 
フレーミングにこだわった方が良
いのか？ 
商品の特性を「財」「サービス」
「証券」などと特定化 
↓ 
商品の特性ゆえに市場が機能した
可能性が残る 
↓ 
経済構造の解明にはつながらない 
 
↓ 
言語によるフレーミングを回避す
るため，用語を一般化。 
プレーヤーを「経営者」「投資家」
「監査人」などと特定化 
↓ 
各立場に立って情報を評価しても
らう 
↓ 
立場の特定化を抜きに会計情報を
評価しても意味を成さない 
↓ 
言語による感覚が重要なため，フ
レーミングにこだわる。 
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第3節 ファイナンス 
 
1 株式市場 
 
 ファイナンスの分野では，株式市場に関する実験が行われている。実験会計学においても株式市場に
関する実験が行われているが，両者はどのような関係なのだろうか。 
 ファイナンスにおける主要な先行研究にSmith et al.（1988）がある。この研究は株式市場において株
価が決定されるメカニズムの解明に主眼が置かれている。当該研究では株価とファンダメンタル・バリ
ューの関係が調査され，株価がファンダメンタル・バリューから乖離するという，いわゆるバブルが観
察された。 
 
2 ファイナンスと会計の比較 
 
 このように，ファイナンスにおける実験では資産の真の価値であるファンダメンタル・バリューと市
場価値である株価の関係を調査されることに対し，会計における実験では，会計情報である利益と市場
価値である株価が比較される。この関係を表したものが以下の図表4.2である。 
 
図表4.2 会計とファイナンスにおける調査対象の相違 
       
 
 
 
 
ファンダメンタ
ル・バリュー 
(真の価値) 
株価 
(市場価値) 
会計 
利益 
(会計情報) 
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第4節 監査論 
 
1 概要 
 
 監査論における実験研究は豊富な先行研究が存在する。欧米に限らず，加藤（2003）のように，日本
における先行研究も存在する。エージェンシー理論，監査の需要，監査の品質，といったことがテーマ
となっている。具体的な論点として，Smith et al.（1987）は5つをあげている。「監査の経済的な役割
とは何か」，「どういった要因が監査サービスの需要と供給を及ぼすのか」，「監査サービス市場において
評判はどんな役割を果たすのか」，「規制を増大させることによって監査の質は向上するのか」である（上
枝, 2004, p. 30）。 
 監査論における実験研究は経済学を基盤とした実験によって行われる。以下の図表4.3は，監査におけ
る標準的な実験のタイムラインである。 
 
図表4.3 監査における標準的な実験のタイムライン 出典：Berg et al.（1990, p. 833），上枝（2004, p. 31） 
 
      
  プリンシパルが     契約を所与とし    アウトプットが    アウトプットが 
  契約を選択       エージェントが    実現         契約に従って 
              行動を選択                 シェアされる 
 
2 事前の監査か事後の訴訟か 
 
 Wallin（1992）は監査と訴訟に関して，経営者や投資家がどのように行動するのかを解明するために
実験を行った。かれは監査の有無と訴訟制度（損害賠償請求）の有無を操作した。 
 
図表4.4 Wallin（1992）の実験デザイン 
 監査あり 監査なし 
訴訟制度あり 監査と訴訟制度 訴訟制度のみ 
訴訟制度なし 監査のみ 制度なし 
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 図表4.4のような2×2＝4のセルが実験デザインとして設定された。結果は監査と訴訟制度の有効性
が示された。監査サービスは50%が購入された。監査に市場価値があることが証明されたのである。ま
た，訴訟制度を導入した場合は，真実のディスクロージャーが引きだされた。また，両方の制度が存在
する場合，監査サービスの購入は32%にとどまり，監査サービスの購入を控えて訴訟制度を選択される
ことが多かった。 
 
3 監査論と財務会計 
 
 監査論と財務会計の実験は共通する点が多い。たとえば，Dopuch and King（1992）のように，財務
会計の実験に監査人を追加して行われた実験も存在する。また，エージェンシー理論が検証された監査
論の初期の実験研究であるDejong et al.（1985）は財務会計における実験と類似する点も多い。監査論
の実験研究と財務会計の実験研究は相互に影響を及ぼすかもしれない。 
 
 
第5節 管理会計 
 
1 最適振替価格設定 
 
 管理会計分野の実験研究として最適振替価格設定がある36。その主要な先行研究にDejong et al.（1989）
がある。かれらは，事業部間の振替価格の設定問題を明らかにするため，①直接交渉メカニズム，②
Hirshleifer（1956）メカニズム，③Ronen and McKiney（1970）メカニズム，の3つのメカニズムが
比較されている。当該実験は経済学を基盤とする実験により行われている。かれらの実験では製品の受
入事業部は買い手，供給事業部は売り手と表現された37。実験の結果は，全社的な利益は直接交渉が他の
2つよりも有効性が劣っているが，HirshleiferメカニズムとRonen and McKineyメカニズムには有意
な差がないとされている。さらに，実験の終盤である最終4期間のデータからは，3つのメカニズムの有
効性は区別できなかったという。 
 
 
                                              
36 詳細は，清水（1990），椎葉（1998）を参照してほしい。 
37 前述のフレーミングの問題を回避する趣旨だと推測される。 
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2 管理会計と財務会計 
 
 管理会計の分野においても，ある特定の論点（たとえば振替価格設定という）について，理論モデル
に関する研究，フィールド・スタディ，実験研究が存在することが確認できた。また，経済学を基盤と
する実験では管理会計と財務会計は似た側面もある。しかし，管理会計での実験結果が財務会計に影響
を及ぼすといった事例（や，その逆の事例）は確認できなかった。したがって，管理会計における実験
と財務会計における実験は，ほとんど接点がないように思われる。 
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第5章 
 
実験会計学の将来の展望 
 
 
第1節 はじめに 
 
 本章では，実験会計学の将来の展望が考察される。前章までに示されたような実際に実験を行った先
行研究がある一方，会計学における実験という「方法論」を論じた先行研究も存在する。本章では，欧
米および日本における方法論を論じた主要な先行研究によって，いかなる論点が争われているのかを踏
まえ，実験会計学の今後の展望を考察する。以下，参考とする主要な文献は，Birnberg and Nath（1968）, 
Swieringa and Weick（1982）, Berg et al.（1990）, Libby et al.（2002）, 上枝（2002）,等である。実
験会計学の範囲が論者によって異なるため，本論文における（a）経済学を基盤とした実験にかんする先
行研究と，（b）心理学を基盤とする先行研究が混在していることに注意が必要である。 
 本章ではまず，第2節において実験会計学における限界について，主に上枝（2002, pp. 113‒121）に
おいて指摘されている，①「現実性（reality または realized）」という論点，②「被験者の選択」とい
う論点，③「被験者の統制」という 3つの論点を考察する。次に第 3節では，実験会計学の最近の動向
を示す。そして第4節では，実験会計学の将来性を考察する。 
 
 
第2節 実験会計学の限界 
 
1 現実性 
 
 実験における現実性にかんする問題は，実験会計学が生まれた当初から常に批判の的となっており，
今日においても重要な論点となっている。上枝（2002, p. 114）によると，「会計学を含む経済学の実験
研究全般において，最も論争の対象となったのがリアリズムについてであるといっても過言ではない」
という。現実性における問題は外的妥当性（external validity）にも関連する。外的妥当性（external 
validity）とは，実験研究から得られた知見の現実社会への適用可能性のことである（上枝（2002, p. 114）, 
Swieringa and Weick（1982, p. 79）等を参照）。たとえば，実験の被験者には学生がもちいられること
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が多いが，現実の世界で代表的な役割を果たしているプレーヤーは学生ではない。よって，外的妥当性
についての批判は実験会計学そのものの批判として疑問が投げかけられた。 
 Swieringa and Weick（1982, pp. 79‒87），上枝（2002, pp. 114‒115）によると，現実性は①「実験の
現実性（experimental realism）」と②「日常の現実性（mundane realism）」に分類できるとしている。
実験の現実性（experimental realism）とは，被験者の関心の程度で測定されるもので，実験の環境およ
びイベントが被験者たちに関心をもって厳格に受けとめられることで充足されるものである。日常の現
実性（mundane realism）とは，ラボラトリの環境，事象および被験者に課されるタスクが，現実世界
と類似する程度で測られるものである。 
 Swieringa and Weick（1982）は，実験の現実性を追求すべきであり，日常の現実性は最低限の配慮
で良いとする。その根拠は，日常の現実性を追求すると，実験の変数操作以外の要因に被験者の行動が
依存し，明瞭な知見が得られないから，としている。また，Dickhaut et al.（1972）も同様の指摘をし
ている38。さらに，Berg et al.（1990）においても日常の現実性は不要であるとされている。 
 上枝（2002, p. 115）によると，このような考え方は欧米では通説となっており，「実験論文では被験
者のかかわり合いの程度を実験後に直接的に質問表（questionnaire）で，あるいは間接的に被験者たち
との対話や実験室における態度で検討し，「実験の」現実性が確保されたかどうか確かめる手続が日常的
に実施されている。」という。 
 Birnberg and Nath（1968）は，実験の現実性を確保するためのひとつの要素として金銭的インセン
ティブの重要性を説く。報酬制度を採用することが，被験者たちから厳格に受けとめられるために必要
であるとしている。 
 さらに，Swieringa and Weick（1982）は実験会計学にとっての限界であると批判されているはずの
現実性（realism）の欠如を逆手に取って，人工性（artificiality）を徹底的に追及することを推奨してい
る。その根拠は次の2点であるとされている。 
 まず 1 点目は，意図的に人工的にすることが，理論モデルの検証を容易にするということである。モ
デルとは関係のないものを排除し，理論モデルに直接アクセスできるとしている。次に 2 点目は，意図
的に人工的にすることが，理論モデルの検証より理論モデルの構築に役立つという主張である。かりに，
現実に存在しない制度や規制がどのように機能するのかを考えて実験者が実験モデルを構築する場合，
人工性に徹することが，適切な制度や規制の発見につながる可能性があるという。 
 
                                              
38 Dickhaut et al.（1972）は，Swieringa and Weick（1982）の先行研究である。 
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2 被験者の選択 
 
 実験における被験者の選択にかんする問題も，前節における実験における現実性にかんする問題と同
様，数多くの批判にさらされてきた。この問題は，実験会計学のみならず，実験経済学等の他の社会科
学の実験研究においても批判の対象となり論点となっている。 
 この実験における被験者の選択にかんする問題については，Birnberg and Nath（1968）において被
験者変数（subject variables）の論点として取り扱われている。被験者変数（subject variables）とは，
被験者の技能，経験および個人的特性のことである。 
 実験における被験者の選択にかんしては，複数の被験者グループが選択されることが多い。たとえば
第 2 章においてみてきた実験においても，複数の大学で実験室をもうけ，その実験室ごとに異なる変数
を与えて，結果に影響を及ぼす原因を観察するといったデザインが採用されていた。これは，「実験室に
参加している被験者である学生には本質的な差異はない」という仮定にもとづいている。被験者間に差
異がないという仮定があるからこそ，実験結果の差異は実験者が操作した変数が原因であったと推定さ
れるのである。よって被験者の母集団が本質的に異なるのであれば，実験結果は実験者が意図した変数
の操作ではなく，被験者変数が原因であった可能性が残るのである。よって，実験結果を現実の世界に
適用することに疑念が生ずるのである。 
 実験における被験者の選択にかんする問題のもうひとつの視点として，学生を被験者とすること自体
が批判されている。上枝（2002）によると，実験会計学の場合，「この論点は，研究者の関心が実際のビ
ジネス環境であることが殆どである会計学の研究においては，他の経済学の分野と比べてより一層重要
なものとなる。」と指摘されている。その批判の主たるものは，「学生と専門家は代替可能であるのか？」
というものである。この批判は，「学生を被験者とした実験の結果は，現実の世界におけるプレーヤーで
ある専門家にもあてはまるのか？」という内容である。 
 当該論点にかんしては，心理学を基盤とした実験を行っている研究者グループと，経済学を基盤とし
た実験を行っている研究グループでは，認識が異なるということが知られている。なお，上枝（2002）
によると，経済学を基盤とした実験にかんしては通説が存在するとされている。 
 心理学を基盤とした実験を行っている研究者グループにかんしては，上枝（2002）によると，Birnberg 
and Nath（1968）は，「学生被験者と専門家被験者という二つのグループでは，共通の技能・経験およ
び基本的な個人的特性に差異が存している」とする。Alpert（1967）は「環境によっては，学生はビジ
ネスマンのよき代理たりえない」としているし, Bouwman（1984）も同様の趣旨である。Swieringa and 
Weick（1982）によるレビュー文献においても，心理学を基盤とした実験では，学生ではない被験者が
 43 
多くもちいられたことが示されている。しかし，Abdel-khalik（1974）では，学生とビジネスマンの両
者に本質的な差異は，見出されなかったとしている。 
 さて，上記の議論では暗黙のうちに，「学生の被験者を実験にもちいると現実の世界への適用可能性が
阻害される。よって，実験には専門家を被験者として採用すべきである」という前提をおいた議論であ
った。しかし，本当に専門家を被験者として採用すれば現実の世界への適用可能性という問題が解決さ
れるのであろうか。 
 この論点にかんしては，上枝（2002）によると，Birnberg and Nath（1968）は，実験に対する回答
率が低いと無回答バイアス（non response bias）が働くことが指摘されており，企業が実験へ従業員を
参加させるか否かの判断によって企業毎のバイアスが生じる点が指摘されている。専門家を被験者とし
て採用しさえすれば，すべての問題が解決するというわけでないことを示唆している。それに対し，
Alpert（1967）では，専門家を被験者として採用することによって，より適切な実験結果を得られる種
類の実験もあるということが指摘されている。すなわち，「職務によっては特定のバックグラウンドのあ
る人々によってより適切に処理されうる」という。 
 上記の論点は，その後，Ashton and Kramer（1980）でも検討されており，実験会計学における未解
決の論点とされているようである。なお，上枝（2002, p. 118）によると，「最近では，単に学生・専門
家の代替問題にとどまらず，ヒトを被験者として用いるがゆえに問題となる特定の心理学上の論点に研
究の重点は移行しつつあるように思われる」という見解が示されている。 
 経済学を基盤とした実験を行っている研究者グループ（実験会計学者に限らず，実験経済学者をも含
む）にかんしては，上枝（2002, p. 118）によると通説なるものが存在する。西條（2002, p. 33）による
と，「デザインされた実験のルールをきちんと分かってさえいれば，謝金をめざす行動には差がないとい
ってよい」という。すなわち，学生を被験者として採用することと，専門家を被験者として採用するこ
とにかんして無差別であることが主張されている。実験経済学の分野においては，その主張を支持する
証拠も得られているという（たとえばPotters and van Winden（1996）があげられている）。 
 このように，これまでの先行研究から明らかになっていることを要約すると以下の2点である。 
 まず 1 点目として，心理学を基盤とする実験においては，専門家を被験者として採用するほうがいい
かもしれないということである。次に 2 点目として，経済学を基盤とする実験においては，専門家を被
験者として採用することは必須の要件ではないというのが通説であることである。 
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3 被験者の統制 
 
 第 3章でみたように，実験会計学における被験者の統制（control）は，実証会計学に対する比較優位
性の1つであった。しかしながら，被験者の統制には問題点が3点存在すると上枝（2002, p. 119‒121）
では指摘されている。 
 まず 1 点目は，統制の水準と教訓（lesson）にかんする問題である。統制の水準が低すぎる場合，結
果をもたらした原因が何であるのかが不明瞭となる。それにより得られた結果は教訓に富んだものとな
らない。逆に，統制の水準を厳格にした場合，実験の結果からの知見が少ないものになるかもしれない。
それにより得られた結果は教訓に富んだものとならない。と指摘されている。統制と教訓のトレード・
オフにかんして，実験者は注意を払わなければならない。 
 次に 2 点目は，統制が完全であることを立証することが困難だという問題である。実験者が統制した
要因ではなく，実験者が予期しなかった要因が実験結果に影響を与えた可能性が残るのである。この問
題にかんしては以下のような反論がある。 
 Berg et al.（1990, p. 841‒842）によると，他の研究方法である実証研究等も同様の問題が当てはまる
としている。すなわち，「実験的手法にあっては，理論への理解が実験論文から明白に読みとられ，曲解
は看破されやすく，公開される実験説明書がレビューのために利用可能であり，かつ追試によれば実験
データの複製が可能である」という。したがって，他の研究方法よりも優れていると主張している。 
 なお，McDaniel and Hand（1996）は，需要または反応バイアス（demand or response bias）に対
し警鐘を鳴らしている。需要または反応バイアス（demand or response bias）とは，被験者が単に実験
環境のもとにあるがゆえに現実世界におけるのとは異なった行動をすることである。「需要または反応バ
イアス」を低減する方策はMcDaniel and Hand（1996, p. 348）に示されている。実験者が調査しよう
としている論点が過度に被験者の意識を引くものであってはいけない等が主張されている。 
 さらに，Berg et al.（1990, p. 839）は無理強い（forcing the hand）に対し警鐘を鳴らしている。無理
強い（forcing the hand）とは，実験者が自己に都合の良いように結果を導くことである。 
 Berg（1994, p. 548）によると，「中立の（neutral）」」という用語を使用することが推奨されている。
当該論点にかんしては，実験会計学のみならず実験経済学の分野でも論点となっている。Smith（1976）
とSmith（1982）で提唱された理論に，価値誘発理論（induced value theory）がある。価値誘発理論
（induced value theory）とは，利得に比例した金銭報酬を支払うことによって被験者の選好を統制する
にあたっての5つの十分条件である（川越, 2007, pp. 15‒17）。 
 価値誘発理論は実験経済学の通説となっている。価値誘発理論における 5つの十分条件のうちの 1つ
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に優越性（dominance）の確保がある。優越性（dominance）とは，被験者の選択は実験報酬以外の要
因に左右されてはならないという要請である（川越, 2007, p. 15）。実験における統制を維持するため，
優越性の確保が必要であるが，そのさいに，「中立」であることに徹するべきであるとされている。 
 では，完全に統制がなされている実験は良い実験であるとみなされるのであろうか。たとえ完全に統
制がなされていても，実験において考慮外となった変数の結果は不明であるとの批判に対し，Swieringa 
and Weick（1982, p. 73）は，「このことはラボラトリの知見が応用できないことを意味しない。指定さ
れた特定の状況下でのみ応用できることを意味するのである39。」と主張している。 
 
 
第3節 最近の動向 
 
1 経済学を基盤とする実験と心理学を基盤とする実験の融合 
 
 近年は，経済学を基盤とする実験と心理学を基盤とする実験を融合した研究が存在する。たとえば，
Bloomfield and Wilks（2000）では，「開示の質」が高いほど証券の取引価格と市場の流動性も高くなる
という理論および実証研究によって得られた経験的な証拠からの示唆を確かめるため実験が行われた40。 
 結果は，予想を覆すものであり，実験市場を通じて得られた経済理論や実証研究に反する結果を，認
知心理学の視点から検討している41。 
 Libby et al.（2002）では，経済学と心理学を統合した実験研究が今後のトレンドになると予測されて
いる。 
 
2 脳科学との融合 
 
 山地（2008, p. 50）では，脳神経経済学（Neuroeconomics）の知見を実験会計学に取り入れることの
有用性が示されている。たとえば，「公正価値会計」と「カレントコスト会計」という言葉は，世代間の
無知に伴うことが原因であることを脳科学的に指摘することが可能になるという。 
                                              
39 訳は，上枝（2002, p. 120）を参照。 
40 詳細は，上枝（2007, pp. 215‒217）を参照してほしい。 
41 具体的には，賦存効果（endowment effect）という効果にてらして検討が加えられている。なお，賦存効果
（endowment effect）とは，「自分の所有するもの，あるいは人から贈られたものに愛着を示し，それを手放
すさいに買うときよりも高い値段をつける傾向」角田（2004）である。 
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第4節 将来 
 
1 会計基準との関係 
 
 実験の結果は会計基準の設定に活かすことができるのか？言い換えると，実験の結果を会計基準の設
定のさいに反映させるべきか否かという議論がある。会計基準設定のさい，McDaniel and Hand（1996）
が指摘するように，”what if”「もしこうだったら」という事前チェックとして有用かもしれない。 
 討議資料「財務会計の概念フレームワーク」によると，会計情報が投資家の意思決定に貢献するか否
かは，第一に，それが情報価値を有しているか否かと関わってくるとされている。しかし，それは不確
かな場合が多く，そのケースでは情報ニーズの存在が，情報価値を期待させるとしている（第2章4項）。
また，情報ニーズの充足が基準設定で果たす役割には一定の限界があることが示されている（第 2 章 5
項）。 
 これは理論研究と実証研究の限界といえるかもしれない。理論研究には将来の予測に対する経験的な
証拠がないという限界があり，実証研究では，基準が設定された後でしか経験的な証拠を得ることはで
きないので同様の限界がある。 
 よって，「もしこうだったら」という複数の仮説にもとづいて，事前のチェックを行うことができる実
験研究を基準設定に取り入れるという発想は有用かもしれない42。 
 この発想は世界共通の会計基準を設定するか否かという議論に一石を投じるかもしれない。かりに，
一般に公正妥当と認められるいいモデルといい実験があったとする。それをもとに国毎に同じモデルの
実験を用いて検証し，結果を比較してみると，思わぬ証拠が得られるかもしれない。同じ結果となるの
か異なる結果となるのかによって今後の議論が場合分けされるかもしれない。 
 
2 個人的な見解 
 
 本項は個人的な見解である。これまで，実験会計学における主要な先行研究をみてきた。しかし，諸
外国と比較し，日本における代表的な先行研究は山地を中心とした実験研究者グループ，上枝，野田，
そして監査論における加藤といった非常に少数の集団または個人に限られる。この原因は明らかではな
いが，実験会計学に対する認知度が低いことがあげられるかもしれない。 
                                              
42 もちろん，「実験結果が誤って解釈される，実験結果が歪曲されて使用される」というリスクは伴う。しか
し，これは実証研究を基準設定に反映させるさいにもあてはまると考えられる。 
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 さらに，日本における実証研究も，欧米と比較して少数に留まっていることが，直感ではなくデータ
によって明らかとなっている43。ここで，欧米では実証研究の普及後に実験研究が普及したという歴史的
事実がある。よって，かりに，今後日本において実証研究がさらに普及することになれば，欧米におけ
る実証研究に対する批判が日本でも起こり，実験研究に対する注目も集まるかもしれない。 
 
 
                                              
43 詳細は，日本会計研究学会（2010, pp. 99‒105）を参照してほしい。 
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第6章 
 
まとめと課題 
 
 
第1節 まとめ 
 
 本論文は，実験会計学という，わが国ではなじみの薄い比較的新しい研究方法自体を研究対象とした。
まず第 1 章では，伝統的な会計研究の手法である規範的・記述的研究に対する批判から実証会計学が生
まれ，さらに実証会計学に対する批判から実験会計学が生まれたことが確認された。これは規範的・記
述的研究や実証会計学が万能の研究方法ではないことを意味する。続く第 2 章では，実験会計学の概要
と先行研究が示された。そこでは，実験会計学には経済学を基盤とする実験と心理学を基盤とする実験
があることが示され，ディスクロージャーに関する議論に対し，経済学を基盤とする実験のみならず，
心理学を基盤とする実験を適用することができる可能性があることを確認した。本論文の核となる第 3
章では，ディスクロージャーに関する理論及び実証並びに実験研究が比較された。その結果，3者は相容
れない鼎立関係ではなく，欠点を補い合う補完関係であることが明らかとなった。実験に関して学術分
野を横断的に比較した第 4 章では，経済学，ファイナンス，監査論に関する実験は財務会計と相互に影
響する関係であること，管理会計に関する実験は財務会計と接点がほとんど見いだせないことが明らか
となった。最後に第5章では，実験会計学の限界，最近の動向，将来性が検討された。 
 以上をふまえた結果，実験会計学には現実性，被験者の選択，被験者の統制，という固有の限界があ
ることが確認された。この実験会計学の限界は未だ解決していない論点であり，実験を行うさいには，
実験者は特に注意することが必要であると考えられる。しかし，実験会計学には，そのような固有の限
界に対する批判に耐えうる比較優位性があると考えられる。たとえば，（a）最近の動向によると，他の
学術分野との融合により，今後あらたな展開を期待させる学術分野であること，また，（b）実験研究に
よる「事前のチェック」は，他の研究方法には無い比較優位性であり，理論研究および実証研究ではカ
バーできない領域の研究成果が期待できることが挙げられる。したがって，このような比較優位性が存
在しうるという見解に立つと，実験会計学の将来性はある，ということを示した。さらに，最近の実験
会計学の動向をふまえると，欧米においても他の分野との融合といった発展が予想できる。 
 また，欧米では実証研究の普及後に実験研究が普及したという歴史的事実がある。よって，かりに，
今後日本において実証研究がさらに普及することになれば，欧米における実証研究に対する批判が日本
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でも起こり，実験研究に対する注目も集まるかもしれない，という個人的な見解を示した。 
 
 
第2節 課題 
 
 最後に，本論文の限界と，今後の検討課題を記す。 
 本論文の限界は，まず，（a）研究対象を広げすぎたために，それぞれについての記述が不十分になっ
ていること，また，（b）実験会計学が進展するのではないか，という見通しについて，他者が推論を行
うさいに共感を得られるような決定的な根拠を示しきれなかったこと, そして，（c）実験会計学が取り扱
った主題について，理論研究や実証研究ではどのようなアプローチがとられているのか，を明確に示し
きれなかったこと，である。その結果，理論，実証，実験，の 3 者が「補完関係」である，という主張
は，客観的な事実にもとづいたものではなく，筆者の個人的な見解に留まっている。 
 それらの原因として，「筆者自らが実際に実験を行っていない」ということがあげられるかもしれない。
この経験不足という点は，本論文（を記した筆者）の限界であるといえる。 
 ゆえに，実験会計学に興味を持っている方々と実際に実験を行う，ということを今後の検討課題とし
たい。 
 
以上 
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